
電波法 
（昭和二十五年五月二日法律第百三十一号）                                                                最終改正：平成二三年六月二四日法律第七四号 

第一章 総則  

（目的）  

第一条  この法律は、電波の公平且つ能率的な利用を確保することによつて、公共の福祉を増進することを目的とする。  

 

（定義）  

第二条  この法律及びこの法律に基づく命令の規定の解釈に関しては、次の定義に従うものとする。  

一  「電波」とは、三百万メガヘルツ以下の周波数の電磁波をいう。  

二  「無線電信」とは、電波を利用して、符号を送り、又は受けるための通信設備をいう。  

三  「無線電話」とは、電波を利用して、音声その他の音響を送り、又は受けるための通信設備をいう。  

四  「無線設備」とは、無線電信、無線電話その他電波を送り、又は受けるための電気的設備をいう。  

五  「無線局」とは、無線設備及び無線設備の操作を行う者の総体をいう。但し、受信のみを目的とするものを含まない。  

六  「無線従事者」とは、無線設備の操作又はその監督を行う者であつて、総務大臣の免許を受けたものをいう。  

第二章 無線局の免許等  

第一節 無線局の免許  

（無線局の開設）  

第四条  無線局を開設しようとする者は、総務大臣の免許を受けなければならない。ただし、次の各号に掲げる無線局については、この限りで

ない。  

一  発射する電波が著しく微弱な無線局で総務省令で定めるもの  

二  二十六・九メガヘルツから二十七・二メガヘルツまでの周波数の電波を使用し、かつ、空中線電力が〇・五ワット以下である無線局のう

ち総務省令で定めるも のであつて、第三十八条の七第一項（第三十八条の三十一第四項において準用する場合を含む。）、第三十八条の二十

六（第三十八条の三十一第六項において準用する場合を含む。）又は第三十八条の三十五の規定により表示が付されている無線設備（第三十

八条の二十三第一項（第三十八条の二十九、第三十八条の三十一第四項及び第六項並びに第三十八条の三十八において準用する場合を含む。）

の規定により表示が付されていないものとみなされたものを除く。以下「適合表示無線設備」という。）のみを使用するもの  

三  空中線電力が一ワット以下である無線局のうち総務省令で定めるものであつて、次条の規定により指定された呼出符号又は呼出名称を自

動的に送信し、又は受信する機能その他総務省令で定める機能を有することにより他の無線局にその運用を阻害するような混信その他の妨害

を与えないように運用することができるも ので、かつ、適合表示無線設備のみを使用するもの  

四  第二十七条の十八第一項の登録を受けて開設する無線局（以下「登録局」という。）  

 

（欠格事由）  

第五条  次の各号のいずれかに該当する者には、無線局の免許を与えない。  

一  日本の国籍を有しない人  

二  外国政府又はその代表者  

三  外国の法人又は団体  

四  法人又は団体であつて、前三号に掲げる者がその代表者であるもの又はこれらの者がその役員の三分の一以上若しくは議決権の三分の一

以上を占めるもの。  

２  前項の規定は、次に掲げる無線局については、適用しない。  

一  実験等無線局（科学若しくは技術の発達のための実験、電波の利用の効率性に関する試験又は電波の利用の需要に関する調査に専用する

無線局をいう。以下同じ。）  

二  アマチュア無線局（個人的な興味によつて無線通信を行うために開設する無線局をいう。以下同じ。）  

五  特定の固定地点間の無線通信を行う無線局（実験等無線局、アマチュア無線局、大使館、公使館又は領事館の公用に供するもの及び電気

通信業務を行うことを目的とするものを除く。）  

六  大使館、公使館又は領事館の公用に供する無線局（特定の固定地点間の無線通信を行うものに限る。）であつて、その国内において日本

国政府又はその代表者が同種の無線局を開設することを認める国の政府又はその代表者の開設するもの  

七  自動車その他の陸上を移動するものに開設し、若しくは携帯して使用するために開設する無線局又はこれらの無線局若しくは携帯して使

用するための受信設備と通信を行うために陸上に開設する移動しない無線局（電気通信業務を行うことを目的とするものを除く。）  

八  電気通信業務を行うことを目的として開設する無線局  

九  電気通信業務を行うことを目的とする無線局の無線設備を搭載する人工衛星の位置、姿勢等を制御することを目的として陸上に開設する

無線局  

３  次の各号のいずれかに該当する者には、無線局の免許を与えないことができる。  

一  この法律又は放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）に規定する罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行

を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者  

二  第七十五条第一項又は第七十六条第四項（第四号を除く。）若しくは第五項（第五号を除く。）の規定により無線局の免許の取消しを受

け、その取消しの日から二年を経過しない者  

三  第二十七条の十五第一項又は第二項（第三号を除く。）の規定により認定の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者  

４  公衆によつて直接受信されることを目的とする無線通信の送信（第九十九条の二を除き、以下「放送」という。）であつて、第二十六条第

二項第五号イに掲げる周波数（第七条第三項及び第四項において「基幹放送用割当可能周波数」という。）の電波を使用するもの（以下「基

幹放送」という。）をする無線局（受信 障害対策中継放送、衛星基幹放送（放送法第二条第十三号の衛星基幹放送をいう。）及び移動受信用

地上基幹放送（同条第十四号の移動受信用地上基幹放送をいう。以下同じ。）をする無線局を除く。）については、第一項及び前項の規定に

かかわらず、次の各号のいずれかに該当する者には、無線局の免許を与えない。  

一  第一項第一号から第三号まで若しくは前項各号に掲げる者又は放送法第百三条第一項若しくは第百四条（第五号を除く。）の規定による

認定の取消し若しくは同法第百三十一条の規定により登録の取消しを受け、その取消しの日から二年を経過しない者  

二  法人又は団体であつて、第一項第一号から第三号までに掲げる者が業務を執行する役員であるもの又はこれらの者がその議決権の五分の

一以上を占めるもの  

三  法人又は団体であつて、イに掲げる者により直接に占められる議決権の割合とこれらの者によりロに掲げる者を通じて間接に占められる

議決権の割合として総務省令で定める割合とを合計した割合がその議決権の五分の一以上を占めるもの（前号に該当する場合を除く。） 
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イ 第一項第一号から第三号までに掲げる者 

ロ イに掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以上である法人又は団体 

四  法人又は団体であつて、その役員が前項各号の一に該当する者であるもの  

 

（免許の申請）  

第六条  無線局の免許を受けようとする者は、申請書に、次に掲げる事項を記載した書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。  

一  目的（二以上の目的を有する無線局であつて、その目的に主たるものと従たるものの区別がある場合にあつては、その主従の区別を含

む。）  

二  開設を必要とする理由  

三  通信の相手方及び通信事項  

四  無線設備の設置場所（移動する無線局のうち、人工衛星の無線局（以下「人工衛星局」という。）についてはその人工衛星の軌道又は位

置、人工衛星局、船舶の無線局、船舶地球局（電気通信業務を行うことを目的として船舶に開設する無線局であつて、人工衛星局の中継によ

り無線通信を行うものをいう。以下同じ。）、航空機の無線局（人工衛星局の中継によつてのみ無線通信を行うものを除く。第四項において

同じ。）及び航空機地球局（航空機に開設する無線局であつて、人工衛星局の中継によつてのみ無線通信を行うもの（実験等無線局及びアマ

チュア無線局を除く。）をいう。以下同じ。）以外のものについては移動範囲。第十八条を除き、以下同じ。）  

五  電波の型式並びに希望する周波数の範囲及び空中線電力  

六  希望する運用許容時間（運用することができる時間をいう。以下同じ。）  

七  無線設備（第三十条及び第三十二条の規定により備え付けなければならない設備を含む。次項第三号、第十条第一項、第十二条、第十七

条、第十八条、第二十四条の二第四項、第二十七条の十三第二項第七号、第三十八条の二第一項、第七十一条の五、第七十三条第一項ただし

書、第三項及び第六項並びに第百二条の十 八第一項において同じ。）の工事設計及び工事落成の予定期日  

八  運用開始の予定期日  

九  他の無線局の第十四条第二項第二号の免許人又は第二十七条の二十三第一項の登録人（以下「免許人等」という。）との間で混信その他

の妨害を防止するために必要な措置に関する契約を締結しているときは、その契約の内容  

２  基幹放送局（基幹放送をする無線局をいい、当該基幹放送に加えて基幹放送以外の無線通信の送信をするものを含む。以下同じ。）の免許

を受けようとする者は、前項の規定にかかわらず、申請書に、次に掲げる事項（自己の地上基幹放送の業務に用いる無線局（以下「特定地上

基幹放送局」という。）の免許を受けようとする者にあつては次に掲げる事項及び放送事項、地上基幹放送の業務を行うことについて放送法

第九十三条第一項の規定により認定を受けようとする者の当該業務に用いられる無線局の免許を受けようとする者にあつては次に掲げる事項

及び当該認定を受けようとする者の氏名又は名称）を記載した書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。 

６  人工衛星局の免許を受けようとする者は、第一項又は第二項の書類にそれらの規定に掲げる事項のほか、その人工衛星の打上げ予定時期及

び使用可能期間並びにその人工衛星局の目的を遂行できる人工衛星の位置の範囲を併せて記載しなければならない。  

７  次に掲げる無線局（総務省令で定めるものを除く。）であつて総務大臣が公示する周波数を使用するものの免許の申請は、総務大臣が公示

する期間内に行わなければならない。  

一  電気通信業務を行うことを目的として陸上に開設する移動する無線局（一又は二以上の都道府県の区域の全部を含む区域をその移動範囲

とするものに限る。）  

二  電気通信業務を行うことを目的として陸上に開設する移動しない無線局であつて、前号に掲げる無線局を通信の相手方とするもの  

三  電気通信業務を行うことを目的として開設する人工衛星局  

四  基幹放送局  

８  前項の期間は、一月を下らない範囲内で周波数ごとに定める期間とし、同項の規定による期間の公示は、免許を受ける無線局の無線設備の

設置場所とすることができる区域の範囲その他免許の申請に資する事項を併せ行うものとする。  

 

（申請の審査）  

第七条  総務大臣は、前条第一項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が次の各号のいずれにも適合しているかどうかを審査しなけれ

ばならない。  

一  工事設計が第三章に定める技術基準に適合すること。  

二  周波数の割当てが可能であること。  

四  前三号に掲げるもののほか、総務省令で定める無線局（基幹放送局を除く。）の開設の根本的基準に合致すること。  

２  総務大臣は、前条第二項の申請書を受理したときは、遅滞なくその申請が次の各号に適合しているかどうかを審査しなければならない。  

一  工事設計が第三章に定める技術基準に適合すること及び基幹放送の業務に用いられる電気通信設備が放送法第百二十一条第一項の総務省

令で定める技術基準に適合すること。  

二  総務大臣が定める基幹放送用周波数使用計画（基幹放送局に使用させることのできる周波数及びその周波数の使用に関し必要な事項を定

める計画をいう。以下同じ。）に基づき、周波数の割当てが可能であること。  

三  当該業務を維持するに足りる経理的基礎及び技術的能力があること。  

七  前各号に掲げるもののほか、総務省令で定める基幹放送局の開設の根本的基準に合致すること。  

３  基幹放送用周波数使用計画は、放送法第九十一条第一項の基幹放送普及計画に定める同条第二項第三号の放送系の数の目標（次項において

「放送系の数の目標」という。）の達成に資することとなるように、基幹放送用割当可能周波数の範囲内で、混信の防止その他電波の公平か

つ能率的な利用を確保するために必要な事項を勘案して定めるものとする。  

 

（予備免許）  

第八条  総務大臣は、前条の規定により審査した結果、その申請が同条第一項各号又は第二項各号に適合していると認めるときは、申請者に対

し、次に掲げる事項を指定して、無線局の予備免許を与える。  

一  工事落成の期限  

二  電波の型式及び周波数  

三  呼出符号（標識符号を含む。）、呼出名称その他の総務省令で定める識別信号（以下「識別信号」という。）  

四  空中線電力  

五  運用許容時間  

２  総務大臣は、予備免許を受けた者から申請があつた場合において、相当と認めるときは、前項第一号の期限を延長することができる。  

 

（工事設計等の変更）  

第九条  前条の予備免許を受けた者は、工事設計を変更しようとするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなければならない。但し、総務

省令で定める軽微な事項については、この限りでない。  

２  前項但書の事項について工事設計を変更したときは、遅滞なくその旨を総務大臣に届け出なければならない。  

３  第一項の変更は、周波数、電波の型式又は空中線電力に変更を来すものであつてはならず、かつ、第七条第一項第一号又は第二項第一号の

技術基準（第三章に定めるものに限る。）に合致するものでなければならない。  

４  前条の予備免許を受けた者は、無線局の目的、通信の相手方、通信事項、放送事項、放送区域、無線設備の設置場所又は基幹放送の業務に

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40%91%e6%8b%e3%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009300000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40%91%e6%8b%e3%8f%5c%8e%4f%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009300000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009300000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009300000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%93%64%8a%c4%8b%4b%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%88%ea%93%f1&REF_NAME=%96%b3%90%fc%8b%c7%81%69%8a%ee%8a%b2%95%fa%91%97%8b%c7%82%f0%8f%9c%82%ad%81%42%81%6a%82%cc%8a%4a%90%dd%82%cc%8d%aa%96%7b%93%49%8a%ee%8f%80&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40%91%e6%95%53%93%f1%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000012100000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000012100000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000012100000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%93%64%8a%c4%8b%4b%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%93%f1%88%ea&REF_NAME=%8a%ee%8a%b2%95%fa%91%97%8b%c7%82%cc%8a%4a%90%dd%82%cc%8d%aa%96%7b%93%49%8a%ee%8f%80&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40%91%e6%8b%e3%8f%5c%88%ea%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009100000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009100000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009100000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80%91%e6%8e%4f%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000009100000000002000000003000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000009100000000002000000003000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000009100000000002000000003000000000


用いられる電気通信 設備を変更しようとするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる事項を内容と

する無線局の目的の変更は、これを行うことができない。  

 

（落成後の検査）  

第十条  第八条の予備免許を受けた者は、工事が落成したときは、その旨を総務大臣に届け出て、その無線設備、無線従事者の資格（第三十九

条第三項に規定する主任 無線従事者の要件、第四十八条の二第一項の船舶局無線従事者証明及び第五十条第一項に規定する遭難通信責任者の

要件に係るものを含む。第十二条及び第七十 三条第三項において同じ。）及び員数並びに時計及び書類（以下「無線設備等」という。）につ

いて検査を受けなければならない。  

２  前項の検査は、同項の検査を受けようとする者が、当該検査を受けようとする無線設備等について第二十四条の二第一項又は第二十四条の

十三第一項の登録を 受けた者が総務省令で定めるところにより行つた当該登録に係る点検の結果を記載した書類を添えて前項の届出をした場

合においては、その一部を省略すること ができる。  

 

（免許の拒否）  

第十一条  第八条第一項第一号の期限（同条第二項の規定による期限の延長があつたときは、その期限）経過後二週間以内に前条の規定による

届出がないときは、総務大臣は、その無線局の免許を拒否しなければならない。  

 

（免許の有効期間）  

第十三条  免許の有効期間は、免許の日から起算して五年を超えない範囲内において総務省令で定める。ただし、再免許を妨げない。  

２  船舶安全法第四条 （同法第二十九条ノ七 の規定に基づく政令において準用する場合を含む。以下同じ。）の船舶の船舶局（以下「義務船

舶局」という。）及び航空法第六十条 の規定により無線設備を設置しなければならない航空機の航空機局（以下「義務航空機局」という。）

の免許の有効期間は、前項の規定にかかわらず、無期限とする。 

 

（免許状）  

第十四条  総務大臣は、免許を与えたときは、免許状を交付する。  

 

（運用開始及び休止の届出）  

第十六条  免許人は、免許を受けたときは、遅滞なくその無線局の運用開始の期日を総務大臣に届け出なければならない。ただし、総務省令で

定める無線局については、この限りでない。  

２  前項の規定により届け出た無線局の運用を一箇月以上休止するときは、免許人は、その休止期間を総務大臣に届け出なければならない。休

止期間を変更するときも、同様とする。  

 

（変更等の許可）  

第十七条  免許人は、無線局の目的、通信の相手方、通信事項、放送事項、放送区域、無線設備の設置場所若しくは基幹放送の業務に用いられ

る電気通信設備を変更し、 又は無線設備の変更の工事をしようとするときは、あらかじめ総務大臣の許可を受けなければならない。ただし、

次に掲げる事項を内容とする無線局の目的の変 更は、これを行うことができない。  

３  第五条第一項から第三項までの規定は無線局の目的の変更に係る第一項の許可について、第九条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定

は第一項の規定により無線設備の変更の工事をする場合について、それぞれ準用する。  

 

（変更検査）  

第十八条  前条第一項の規定により無線設備の設置場所の変更又は無線設備の変更の工事の許可を受けた免許人は、総務大臣の検査を受け、当

該変更又は工事の結果が同条同項の許可の内容に適合していると認められた後でなければ、許可に係る無線設備を運用してはならない。ただ

し、総務省令で定める場合は、この限りでな い。  

 

（申請による周波数等の変更）  

第十九条  総務大臣は、免許人又は第八条の予備免許を受けた者が識別信号、電波の型式、周波数、空中線電力又は運用許容時間の指定の変更

を申請した場合において、混信の除去その他特に必要があると認めるときは、その指定を変更することができる。  

 

（免許の承継等）  

第二十条  免許人について相続があつたときは、その相続人は、免許人の地位を承継する。  

２  免許人（第七項及び第八項に規定する無線局の免許人を除く。以下この項及び次項において同じ。）たる法人が合併又は分割（無線局をそ

の用に供する事業の全部を承継させるものに限る。）をしたときは、合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分割により

当該事業の全部を承継した法人は、総務大臣の許可を受けて免許人の地位を承継することができる。  

３  免許人が無線局をその用に供する事業の全部の譲渡しをしたときは、譲受人は、総務大臣の許可を受けて免許人の地位を承継することがで

きる。  

９  第一項及び前二項の規定により免許人の地位を承継した者は、遅滞なく、その事実を証する書面を添えてその旨を総務大臣に届け出なけれ

ばならない。  

 

（免許状の訂正）  

第二十一条  免許人は、免許状に記載した事項に変更を生じたときは、その免許状を総務大臣に提出し、訂正を受けなければならない。  

 

（無線局の廃止）  

第二十二条  免許人は、その無線局を廃止するときは、その旨を総務大臣に届け出なければならない。  

第二十三条  免許人が無線局を廃止したときは、免許は、その効力を失う。  

 

（免許状の返納）  

第二十四条  免許がその効力を失つたときは、免許人であつた者は、一箇月以内にその免許状を返納しなければならない。  

 

（検査等事業者の登録）  

第二十四条の二  無線設備等の検査又は点検の事業を行う者は、総務大臣の登録を受けることができる。  

４  総務大臣は、第一項の登録を申請した者が次の各号（無線設備等の点検の事業のみを行う者にあつては、第一号、第二号及び第四号）のい

ずれにも適合しているときは、その登録をしなければならない。  

二  別表第二に掲げる測定器その他の設備であつて、次のいずれかに掲げる較正又は校正（以下この号、第三十八条の三第一項第二号及び第

三十八条の八第二項に おいて「較正等」という。）を受けたもの（その較正等を受けた日の属する月の翌月の一日から起算して一年以内のも

のに限る。）を使用して無線設備の点検を行うものであること。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%94%aa%96%40%88%ea%88%ea&REF_NAME=%91%44%94%95%88%c0%91%53%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%94%aa%96%40%88%ea%88%ea&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%83%6d%8e%b5&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900700000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900700000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900700000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%b5%96%40%93%f1%8e%4f%88%ea&REF_NAME=%8d%71%8b%f3%96%40%91%e6%98%5a%8f%5c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006000000000000000000000000000000


イ 独立行政法人情報通信研究機構（以下「機構」という。）又は第百二条の十八第一項の指定較正機関が行う較正 

 

（無線局に関する情報の公表等）  

第二十五条  総務大臣は、無線局の免許又は第二十七条の十八第一項の登録（以下「免許等」という。）をしたときは、総務省令で定める無線

局を除き、その無線局の免許状又は第二十七条の二十二第一項の登録状（以下「免許状等」という。）に記載された事項のうち総務省令で定

めるものをインターネットの利用その他の方法に より公表する。  

２  前項の規定により公表する事項のほか、総務大臣は、自己の無線局の開設又は周波数の変更をする場合その他総務省令で定める場合に必要

とされる混信若しくはふくそうに関する調査又は第二十七条の十二第二項第五号に規定する終了促進措置を行おうとする者の求めに応じ、当

該調査又は当該終了促進措置を行うため に必要な限度において、当該者に対し、無線局の無線設備の工事設計その他の無線局に関する事項に

係る情報であつて総務省令で定めるものを提供することがで きる。  

３  前項の規定に基づき情報の提供を受けた者は、当該情報を同項の調査又は終了促進措置の用に供する目的以外の目的のために利用し、又は

提供してはならない。  

 

（電波の利用状況の調査等）  

第二十六条の二  総務大臣は、周波数割当計画の作成又は変更その他電波の有効利用に資する施策を総合的かつ計画的に推進するため、おおむ

ね三年ごとに、総務省令で定める ところにより、無線局の数、無線局の行う無線通信の通信量、無線局の無線設備の使用の態様その他の電波

の利用状況を把握するために必要な事項として総務省 令で定める事項の調査（以下この条において「利用状況調査」という。）を行うものと

する。  

２  総務大臣は、必要があると認めるときは、前項の期間の中間において、対象を限定して臨時の利用状況調査を行うことができる。  

３  総務大臣は、利用状況調査の結果に基づき、電波に関する技術の発達及び需要の動向、周波数割当てに関する国際的動向その他の事情を勘

案して、電波の有効利用の程度を評価するものとする。  

４  総務大臣は、利用状況調査を行つたとき及び前項の規定により評価したときは、総務省令で定めるところにより、その結果の概要を公表す

るものとする。  

５  総務大臣は、第三項の評価の結果に基づき、周波数割当計画を作成し、又は変更しようとする場合において必要があると認めるときは、総

務省令で定めるところにより、当該周波数割当計画の作成又は変更が免許人等に及ぼす技術的及び経済的な影響を調査することができる。  

６  総務大臣は、利用状況調査及び前項に規定する調査を行うため必要な限度において、免許人等に対し、必要な事項について報告を求めるこ

とができる。  

 

（特定無線局の免許の特例）  

第二十七条の二  次の各号のいずれかに掲げる無線局であつて、適合表示無線設備のみを使用するもの（以下「特定無線局」という。）を二以

上開設しようとする者は、その特定無線局が目的、通信の相手方、電波の型式及び周波数並びに無線設備の規格（総務省令で定めるものに限

る。）を同じくするものである限りにおいて、次条か ら第二十七条の十一までに規定するところにより、これらの特定無線局を包括して対象

とする免許を申請することができる。  

一  移動する無線局であつて、通信の相手方である無線局からの電波を受けることによつて自動的に選択される周波数の電波のみを発射する

もののうち、総務省令で定める無線局  

 

（認定計画に係る特定基地局の免許申請期間の特例）  

第二十七条の十七  認定開設者が認定計画に従つて開設する特定基地局の免許の申請については、第六条第七項の規定は、適用しない。  

第二節 無線局の登録  

（登録）  

第二十七条の十八  電波を発射しようとする場合において当該電波と周波数を同じくする電波を受信することにより一定の時間自己の電波を発

射しないことを確保する機能を有する無線局その他無線設備の規格（総務省令で定めるものに限る。以下同じ。）を同じくする他の無線局の

運用を阻害するような混信その他の妨害を与えないよう に運用することのできる無線局のうち総務省令で定めるものであつて、適合表示無線

設備のみを使用するものを総務省令で定める区域内に開設しようとする者 は、総務大臣の登録を受けなければならない。  

２  前項の登録を受けようとする者は、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書を総務大臣に提出しなければならな

い。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二  開設しようとする無線局の無線設備の規格  

三  無線設備の設置場所  

四  周波数及び空中線電力  

３  前項の申請書には、開設の目的その他総務省令で定める事項（他の無線局の免許人等との間で混信その他の妨害を防止するために必要な措

置に関する契約を締結しているときは、その契約の内容を含む。第二十七条の二十九第三項において同じ。）を記載した書類を添付しなけれ

ばならない。  

 

（登録の有効期間）  

第二十七条の二十一  第二十七条の十八第一項の登録の有効期間は、登録の日から起算して五年を超えない範囲内において総務省令で定める。

ただし、再登録を妨げない。  

 

（無線局の開設の届出）  

第二十七条の三十一  包括登録人は、その登録に係る無線局を開設したとき（再登録を受けて当該無線局を引き続き開設するときを除く。）は、

当該無線局ごとに、十五日以内で総 務省令で定める期間内に、当該無線局に係る運用開始の期日及び無線設備の設置場所その他の総務省令で

定める事項を総務大臣に届け出なければならない。  

 

（変更の届出）  

第二十七条の三十二  包括登録人は、前条の規定により届け出た事項に変更があつたときは、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければな

らない。  

 

（登録の失効）  

第二十七条の三十三  包括登録人がその登録に係るすべての無線局を廃止したときは、当該登録は、その効力を失う。  



第三章 無線設備  

（電波の質）  

第二十八条  送信設備に使用する電波の周波数の偏差及び幅、高調波の強度等電波の質は、総務省令で定めるところに適合するものでなければ

ならない。  

 

（受信設備の条件）  

第二十九条  受信設備は、その副次的に発する電波又は高周波電流が、総務省令で定める限度をこえて他の無線設備の機能に支障を与えるもの

であつてはならない。  

 

（周波数測定装置の備えつけ）  

第三十一条  総務省令で定める送信設備には、その誤差が使用周波数の許容偏差の二分の一以下である周波数測定装置を備えつけなければなら

ない。  

 

（義務船舶局等の無線設備の条件）  

第三十四条  義務船舶局及び義務船舶局のある船舶に開設する総務省令で定める船舶地球局（以下「義務船舶局等」という。）の無線設備は、

次の各号に掲げる要件に適合する場所に設けなければならない。ただし、総務省令で定める無線設備については、この限りでない。  

 

（人工衛星局の条件） 

第三十六条の二  人工衛星局の無線設備は、遠隔操作により電波の発射を直ちに停止することのできるものでなければならない。  

２  人工衛星局は、その無線設備の設置場所を遠隔操作により変更することができるものでなければならない。ただし、総務省令で定める人工

衛星局については、この限りでない。  

 

（無線設備の機器の検定）  

第三十七条  次に掲げる無線設備の機器は、その型式について、総務大臣の行う検定に合格したものでなければ、施設してはならない。ただし、

総務大臣が行う検定に相当する型式検定に合格している機器その他の機器であつて総務省令で定めるものを施設する場合は、この限りでない。  

一  第三十一条の規定により備え付けなければならない周波数測定装置  

二  船舶安全法第二条（同法第二十九条ノ七の規定に基づく政令において準用する場合を含む。）の規定に基づく命令により船舶に備えなけ

ればならないレーダー  

三  船舶に施設する救命用の無線設備の機器であつて総務省令で定めるもの  

四  第三十三条の規定により備えなければならない無線設備の機器（前号に掲げるものを除く。）  

五  第三十四条本文に規定する船舶地球局の無線設備の機器  

六  航空機に施設する無線設備の機器であつて総務省令で定めるもの  

第三章の二 特定無線設備の技術基準適合証明等  

第二節 特別特定無線設備の技術基準適合自己確認  

（技術基準適合自己確認等）  

第三十八条の三十三  特定無線設備のうち、無線設備の技術基準、使用の態様等を勘案して、他の無線局の運用を著しく阻害するような混信そ

の他の妨害を与えるおそれが少ないものとして総務省令で定めるもの（以下「特別特定無線設備」という。）の製造業者又は輸入業者は、そ

の特別特定無線設備を、前章に定める技術基準に適合する ものとして、その工事設計（当該工事設計に合致することの確認の方法を含む。）

について自ら確認することができる。  

２  製造業者又は輸入業者は、総務省令で定めるところにより検証を行い、その特別特定無線設備の工事設計が前章に定める技術基準に適合す

るものであり、か つ、当該工事設計に基づく特別特定無線設備のいずれもが当該工事設計に合致するものとなることを確保することができる

と認めるときに限り、前項の規定による確認（次項において「技術基準適合自己確認」という。）を行うものとする。  

３  製造業者又は輸入業者は、技術基準適合自己確認をしたときは、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を総務大臣に届け出るこ

とができる。  

一  氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

二  技術基準適合自己確認を行つた特別特定無線設備の種別及び工事設計  

三  前項の検証の結果の概要  

四  第二号の工事設計に基づく特別特定無線設備のいずれもが当該工事設計に合致することの確認の方法  

五  その他技術基準適合自己確認の方法等に関する事項で総務省令で定めるもの  

第四章 無線従事者  

（無線設備の操作）  

第三十九条  第四十条の定めるところにより無線設備の操作を行うことができる無線従事者（義務船舶局等の無線設備であつて総務省令で定め

るものの操作については、第四十八条の二第一項の船舶局無線従事者証明を受けている無線従事者。以下この条において同じ。）以外の者は、

無線局（アマチュア無線局を除く。以下この条 において同じ。）の無線設備の操作の監督を行う者（以下「主任無線従事者」という。）とし

て選任された者であつて第四項の規定によりその選任の届出がされたものにより監督を受けなければ、無線局の無線設備の操作（簡易な操作

であつて総務省令で定めるものを除く。）を行つてはならない。ただし、船舶又は航空 機が航行中であるため無線従事者を補充することがで

きないとき、その他総務省令で定める場合は、この限りでない。  

２  モールス符号を送り、又は受ける無線電信の操作その他総務省令で定める無線設備の操作は、前項本文の規定にかかわらず、第四十条の定

めるところにより、無線従事者でなければ行つてはならない。  

３  主任無線従事者は、第四十条の定めるところにより無線設備の操作の監督を行うことができる無線従事者であつて、総務省令で定める事由

に該当しないものでなければならない。  

４  無線局の免許人等は、主任無線従事者を選任したときは、遅滞なく、その旨を総務大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、

同様とする。  

５  前項の規定によりその選任の届出がされた主任無線従事者は、無線設備の操作の監督に関し総務省令で定める職務を誠実に行わなければな

らない。  

６  第四項の規定によりその選任の届出がされた主任無線従事者の監督の下に無線設備の操作に従事する者は、当該主任無線従事者が前項の職

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%94%aa%96%40%88%ea%88%ea&REF_NAME=%91%44%94%95%88%c0%91%53%96%40%91%e6%93%f1%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%94%aa%96%40%88%ea%88%ea&REF_NAME=%93%af%96%40%91%e6%93%f1%8f%5c%8b%e3%8f%f0%83%6d%8e%b5&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000002900700000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000002900700000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000002900700000000000000000000000000


務を行うため必要であると認めてする指示に従わなければならない。  

７  無線局（総務省令で定めるものを除く。）の免許人等は、第四項の規定によりその選任の届出をした主任無線従事者に、総務省令で定める

期間ごとに、無線設備の操作の監督に関し総務大臣の行う講習を受けさせなければならない。  

 

（免許）  

第四十一条  無線従事者になろうとする者は、総務大臣の免許を受けなければならない。  

 

（免許を与えない場合）  

第四十二条  次の各号のいずれかに該当する者に対しては、無線従事者の免許を与えないことができる。  

一  第九章の罪を犯し罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなつた日から二年を経過しない者  

二  第七十九条第一項第一号又は第二号の規定により無線従事者の免許を取り消され、取消しの日から二年を経過しない者  

三  著しく心身に欠陥があつて無線従事者たるに適しない者  

第五章 運用  

第一節 通則  

（目的外使用の禁止等）  

第五十二条  無線局は、免許状に記載された目的又は通信の相手方若しくは通信事項（特定地上基幹放送局については放送事項）の範囲を超え

て運用してはならない。ただし、次に掲げる通信については、この限りでない。  

一  遭難通信（船舶又は航空機が重大かつ急迫の危険に陥つた場合に遭難信号を前置する方法その他総務省令で定める方法により行う無線通

信をいう。以下同じ。）  

二  緊急通信（船舶又は航空機が重大かつ急迫の危険に陥るおそれがある場合その他緊急の事態が発生した場合に緊急信号を前置する方法そ

の他総務省令で定める方法により行う無線通信をいう。以下同じ。）  

三  安全通信（船舶又は航空機の航行に対する重大な危険を予防するために安全信号を前置する方法その他総務省令で定める方法により行う

無線通信をいう。以下同じ。）  

四  非常通信（地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有線通信

を利用することができないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持の

ために行われる無線通信をいう。以下同 じ。）  

五  放送の受信  

六  その他総務省令で定める通信  

 

第五十三条  無線局を運用する場合においては、無線設備の設置場所、識別信号、電波の型式及び周波数は、免許状等に記載されたところによ

らなければならない。ただし、遭難通信については、この限りでない。  

 

第五十四条  無線局を運用する場合においては、空中線電力は、次の各号の定めるところによらなければならない。ただし、遭難通信について

は、この限りでない。  

一  免許状等に記載されたものの範囲内であること。  

二  通信を行うため必要最小のものであること。  

 

第五十五条  無線局は、免許状に記載された運用許容時間内でなければ、運用してはならない。ただし、第五十二条各号に掲げる通信を行う場

合及び総務省令で定める場合は、この限りでない。  

 

（混信等の防止）  

第五十六条  無線局は、他の無線局又は電波天文業務（宇宙から発する電波の受信を基礎とする天文学のための当該電波の受信の業務をいう。）

の用に供する受信設備その 他の総務省令で定める受信設備（無線局のものを除く。）で総務大臣が指定するものにその運用を阻害するような

混信その他の妨害を与えないように運用しなけ ればならない。但し、第五十二条第一号から第四号までに掲げる通信については、この限りで

ない。  

２  前項に規定する指定は、当該指定に係る受信設備を設置している者の申請により行なう。  

３  総務大臣は、第一項に規定する指定をしたときは、当該指定に係る受信設備について、総務省令で定める事項を公示しなければならない。  

 

（擬似空中線回路の使用）  

第五十七条  無線局は、次に掲げる場合には、なるべく擬似空中線回路を使用しなければならない。  

一  無線設備の機器の試験又は調整を行うために運用するとき。  

二  実験等無線局を運用するとき。  

（実験等無線局等の通信）  

第五十八条  実験等無線局及びアマチュア無線局の行う通信には、暗語を使用してはならない。  

 

（秘密の保護）  

第五十九条  何人も法律に別段の定めがある場合を除くほか、特定の相手方に対して行われる無線通信（電気通信事業法第四条第一項又は第百

六十四条第二項の通信であるものを除く。第百九条並びに第百九条の二第二項及び第三項において同じ。）を傍受してその存在若しくは内容

を漏らし、又はこれを窃用してはならない。  

 

（時計、業務書類等の備付け）  

第六十条  無線局には、正確な時計及び無線業務日誌その他総務省令で定める書類を備え付けておかなければならない。ただし、総務省令で定

める無線局については、これらの全部又は一部の備付けを省略することができる。  

第四節 無線局の運用の特例  

（非常時運用人による無線局の運用）  

第七十条の七  無線局（その運用が、専ら第三十九条第一項本文の総務省令で定める簡易な操作（次条第一項において単に「簡易な操作」とい

う。）によるものに限る。）の 免許人等は、地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれが

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8c%dc%8b%e3%96%40%94%aa%98%5a&REF_NAME=%93%64%8b%43%92%ca%90%4d%8e%96%8b%c6%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000001000000000000000000
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ある場合において、人命の救助、災害の救援、交通 通信の確保又は秩序の維持のために必要な通信を行うときは、当該無線局の免許等が効力

を有する間、当該無線局を自己以外の者に運用させることができる。  

２  前項の規定により無線局を自己以外の者に運用させた免許人等は、遅滞なく、当該無線局を運用する自己以外の者（以下この条において

「非常時運用人」という。）の氏名又は名称、非常時運用人による運用の期間その他の総務省令で定める事項を総務大臣に届け出なければな

らない。  

３  前項に規定する免許人等は、当該無線局の運用が適正に行われるよう、総務省令で定めるところにより、非常時運用人に対し、必要かつ適

切な監督を行わなければならない。  

４  第七十四条の二第二項、第七十六条第一項及び第三項、第七十六条の二の二並びに第八十一条の規定は、非常時運用人について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。  

 

（免許人以外の者による特定の無線局の簡易な操作による運用）  

第七十条の八  電気通信業務を行うことを目的として開設する無線局（無線設備の設置場所、空中線電力等を勘案して、簡易な操作で運用する

ことにより他の無線局の運用を 阻害するような混信その他の妨害を与えないように運用することができるものとして総務省令で定めるものに

限る。）の免許人は、当該無線局の免許人以外の者 による運用（簡易な操作によるものに限る。以下この条において同じ。）が電波の能率的

な利用に資するものである場合には、当該無線局の免許が効力を有する間、自己以外の者に当該無線局の運用を行わせることができる。ただ

し、免許人以外の者が第五条第三項各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。  

２  前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定により自己以外の者に無線局の運用を行わせた免許人について準用する。  

３  第七十四条の二第二項、第七十六条第一項及び第八十一条の規定は、第一項の規定により無線局の運用を行う当該無線局の免許人以外の者

について準用する。  

第六章 監督  

（周波数等の変更）  

第七十一条  総務大臣は、電波の規整その他公益上必要があるときは、無線局の目的の遂行に支障を及ぼさない範囲内に限り、当該無線局（登

録局を除く。）の周波数若しくは空中線電力の指定を変更し、又は登録局の周波数若しくは空中線電力若しくは人工衛星局の無線設備の設置

場所の変更を命ずることができる。  

６  第一項の規定により人工衛星局の無線設備の設置場所の変更の命令を受けた免許人は、その命令に係る措置を講じたときは、速やかに、そ

の旨を総務大臣に報告しなければならない。  

 

（特定周波数変更対策業務及び特定周波数終了対策業務）  

第七十一条の二  総務大臣は、次に掲げる要件に該当する周波数割当計画又は基幹放送用周波数使用計画（以下「周波数割当計画等」という。）

の変更を行う場合において、電波の適正な利用の確保を図るため必要があると認めるときは、予算の範囲内で、第三号に規定する周波数又は

空中線電力の変更に係る無線設備の変更の工事をし ようとする免許人その他の無線設備の設置者に対して、当該工事に要する費用に充てるた

めの給付金の支給その他の必要な援助（以下「特定周波数変更対策業 務」という。）を行うことができる。  

一  特定の無線局区分（無線通信の態様、無線局の目的及び無線設備についての第三章に定める技術基準を基準として総務省令で定める無線

局の区分をいう。以下 同じ。）の周波数の使用に関する条件として周波数割当計画等の変更の公示の日から起算して十年を超えない範囲内で

周波数の使用の期限を定めるとともに、当 該無線局区分（以下この条において「旧割当区分」という。）に割り当てることが可能である周波

数（以下この条において「割当変更周波数」という。）を旧割 当区分以外の無線局区分にも割り当てることとするものであること。  

二  割当変更周波数の割当てを受けることができる無線局区分のうち旧割当区分以外のもの（次号において「新割当区分」という。）に旧割

当区分と無線通信の態 様及び無線局の目的が同一である無線局区分（以下この号において「同一目的区分」という。）があるときは、割当変

更周波数に占める同一目的区分に割り当て ることが可能である周波数の割合が、四分の三以下であること。  

三  新割当区分の無線局のうち周波数割当計画等の変更の公示と併せて総務大臣が公示するもの（以下「特定新規開設局」という。）の免許

の申請に対して、当該 周波数割当計画等の変更の公示の日から起算して五年以内に割当変更周波数を割り当てることを可能とするものである

こと。この場合において、当該周波数割当 計画等の変更の公示の際現に割当変更周波数の割当てを受けている旧割当区分の無線局（以下「既

開設局」という。）が特定新規開設局にその運用を阻害するような混信その他の妨害を与えないようにするため、あらかじめ、既開設局の周

波数又は空中線電力の変更（既開設局の目的の遂行に支障を及ぼさない範囲内の変 更に限り、周波数の変更にあつては割当変更周波数の範囲

内の変更に限る。）をすることが可能なものであること。  

 

（電波の発射の停止）  

第七十二条  総務大臣は、無線局の発射する電波の質が第二十八条の総務省令で定めるものに適合していないと認めるときは、当該無線局に対

して臨時に電波の発射の停止を命ずることができる。  

２  総務大臣は、前項の命令を受けた無線局からその発射する電波の質が第二十八条の総務省令の定めるものに適合するに至つた旨の申出を受

けたときは、その無線局に電波を試験的に発射させなければならない。  

３  総務大臣は、前項の規定により発射する電波の質が第二十八条の総務省令で定めるものに適合しているときは、直ちに第一項の停止を解除

しなければならない。  

 

（検査）  

第七十三条  総務大臣は、総務省令で定める時期ごとに、あらかじめ通知する期日に、その職員を無線局（総務省令で定めるものを除く。）に

派遣し、その無線設備等を検査させる。ただし、当該無線局の発射する電波の質又は空中線電力に係る無線設備の事項以外の事項の検査を行

う必要がないと認める無線局については、その無 線局に電波の発射を命じて、その発射する電波の質又は空中線電力の検査を行う。  

２  前項の検査は、当該無線局についてその検査を同項の総務省令で定める時期に行う必要がないと認める場合及び当該無線局のある船舶又は

航空機が当該時期に外国地間を航行中の場合においては、同項の規定にかかわらず、その時期を延期し、又は省略することができる。  

３  第一項の検査は、当該無線局（人の生命又は身体の安全の確保のためその適正な運用の確保が必要な無線局として総務省令で定めるものを

除く。以下この項において同じ。）の免許人から、第一項の規定により総務大臣が通知した期日の一月前までに、当該無線局の無線設備等に

ついて第二十四条の二第一項の登録を受 けた者（無線設備等の点検の事業のみを行う者を除く。）が、総務省令で定めるところにより、当該

登録に係る検査を行い、当該無線局の無線設備がその工事設計に合致しており、かつ、その無線従事者の資格及び員数が第三十九条又は第三

十九条の十三、第四十条及び第五十条の規定に、その時計及び書類が第六十条の規定にそれぞれ違反していない旨を記載した証明書の提出が

あつたときは、第一項の規定にかかわらず、省略することができる。  

５  総務大臣は、第七十一条の五の無線設備の修理その他の必要な措置をとるべきことを命じたとき、前条第一項の電波の発射の停止を命じた

とき、同条第二項の申出があつたとき、無線局のある船舶又は航空機が外国へ出港しようとするとき、その他この法律の施行を確保するため

特に必要があるときは、その職員を無線局に派遣し、その無線設備等を検査させることができる。 

 

（非常の場合の無線通信）  



第七十四条  総務大臣は、地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、

人命の救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のために必要な通信を無線局に行わせることができる。  

２  総務大臣が前項の規定により無線局に通信を行わせたときは、国は、その通信に要した実費を弁償しなければならない。  

 

（非常の場合の通信体制の整備）  

第七十四条の二  総務大臣は、前条第一項に規定する通信の円滑な実施を確保するため必要な体制を整備するため、非常の場合における通信計

画の作成、通信訓練の実施その他の必要な措置を講じておかなければならない。  

２  総務大臣は、前項に規定する措置を講じようとするときは、免許人等の協力を求めることができる。  

 

第七十六条  総務大臣は、免許人等がこの法律、放送法若しくはこれらの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、三箇月

以内の期間を定めて無線局の運用の停止を命じ、又は期間を定めて運用許容時間、周波数若しくは空中線電力を制限することができる。  

２  総務大臣は、包括免許人又は包括登録人がこの法律、放送法若しくはこれらの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したときは、

三月以内の期間を定めて、包括免許又は第二十七条の二十九第一項の規定による登録に係る無線局の新たな開設を禁止することができる。  

４  総務大臣は、免許人（包括免許人を除く。）が次の各号のいずれかに該当するときは、その免許を取り消すことができる。  

一  正当な理由がないのに、無線局の運用を引き続き六箇月以上休止したとき。  

二  不正な手段により無線局の免許若しくは第十七条の許可を受け、又は第十九条の規定による指定の変更を行わせたとき。  

５  総務大臣は、包括免許人が次の各号のいずれかに該当するときは、その包括免許を取り消すことができる。  

一  第二十七条の五第一項第四号の期限（第二十七条の六第一項の規定による期限の延長があつたときは、その期限）までに特定無線局の運

用を全く開始しないとき。  

二  正当な理由がないのに、その包括免許に係るすべての特定無線局の運用を引き続き六箇月以上休止したとき。  

四  第一項の規定による命令若しくは制限又は第二項の規定による禁止に従わないとき。  

五  包括免許人が第五条第三項第一号に該当するに至つたとき。  

 

第七十六条の二  総務大臣は、特定無線局（第二十七条の二第一号に掲げる無線局に係るものに限る。）について、その包括免許の有効期間中

において同時に開設されていることとなる特定無線局の数の最大のものが当該包括免許に係る指定無線局数を著しく下回ることが確実である

と認めるに足りる相当な理由があるときは、その指定 無線局数を削減することができる。この場合において、総務大臣は、併せて包括免許の

周波数の指定を変更するものとする。 

 

第七十六条の二の二  総務大臣は、登録局のうち特定の周波数の電波を使用するものが著しく多数であり、かつ、当該特定の周波数の電波を使

用する登録局が更に増加することにより他の無線局の運用に重大な影響を与えるおそれがある場合として総務省令で定める場合において必要

があると認めるときは、当該特定の周波数の電波を使用している登録局の登録人に対し、その影響を防止するため必要な限度において、登録

に係る無線局を新たに開設することを禁止し、又は当該登録人が開設している登録局の運用を制限することができる。  

 

（電波の発射の防止）  

第七十八条  無線局の免許等がその効力を失つたときは、免許人等であつた者は、遅滞なく空中線の撤去その他の総務省令で定める電波の発射

を防止するために必要な措置を講じなければならない。  

 

（無線従事者の免許の取消し等）  

第七十九条  総務大臣は、無線従事者が左の各号の一に該当するときは、その免許を取り消し、又は三箇月以内の期間を定めてその業務に従事

することを停止することができる。  

一  この法律若しくはこの法律に基く命令又はこれらに基く処分に違反したとき。  

二  不正な手段により免許を受けたとき。  

三  第四十二条第三号に該当するに至つたとき。  

 

（報告等）  

第八十条  無線局の免許人等は、次に掲げる場合は、総務省令で定める手続により、総務大臣に報告しなければならない。  

一  遭難通信、緊急通信、安全通信又は非常通信を行つたとき（第七十条の七第一項、第七十条の八第一項又は第七十条の九第一項の規定に

より無線局を運用させた免許人等以外の者が行つたときを含む。）。  

二  この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反して運用した無線局を認めたとき。  

三  無線局が外国において、あらかじめ総務大臣が告示した以外の運用の制限をされたとき。  

 

第八十一条  総務大臣は、無線通信の秩序の維持その他無線局の適正な運用を確保するため必要があると認めるときは、免許人等に対し、無線

局に関し報告を求めることができる。  

 

（免許等を要しない無線局及び受信設備に対する監督）  

第八十二条  総務大臣は、第四条第一号から第三号までに掲げる無線局（以下「免許等を要しない無線局」という。）の無線設備の発する電波

又は受信設備が副次的に発する電波若しくは高周波電流が他の無線設備の機能に継続的かつ重大な障害を与えるときは、その設備の所有者又

は占有者に対し、その障害を除去するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。  

２  総務大臣は、免許等を要しない無線局の無線設備について又は放送の受信を目的とする受信設備以外の受信設備について前項の措置をとる

べきことを命じた場合において特に必要があると認めるときは、その職員を当該設備のある場所に派遣し、その設備を検査させることができ

る。  

第八章 雑則  

（高周波利用設備）  

第百条  左に掲げる設備を設置しようとする者は、当該設備につき、総務大臣の許可を受けなければならない。  

一  電線路に十キロヘルツ以上の高周波電流を通ずる電信、電話その他の通信設備（ケーブル搬送設備、平衡二線式裸線搬送設備その他総務

省令で定める通信設備を除く。）  

二  無線設備及び前号の設備以外の設備であつて十キロヘルツ以上の高周波電流を利用するもののうち、総務省令で定めるもの  

 

（伝搬障害防止区域の指定）  

第百二条の二  総務大臣は、八百九十メガヘルツ以上の周波数の電波による特定の固定地点間の無線通信で次の各号の一に該当するもの（以下

「重要無線通信」という。）の 電波伝搬路における当該電波の伝搬障害を防止して、重要無線通信の確保を図るため必要があるときは、その

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


必要の範囲内において、当該電波伝搬路の地上投影面に沿い、その中心線と認められる線の両側それぞれ百メートル以内の区域を伝搬障害防

止区域として指定することができる。  

一  電気通信業務の用に供する無線局の無線設備による無線通信  

二  放送の業務の用に供する無線局の無線設備による無線通信  

三  人命若しくは財産の保護又は治安の維持の用に供する無線設備による無線通信  

四  気象業務の用に供する無線設備による無線通信  

五  電気事業に係る電気の供給の業務の用に供する無線設備による無線通信  

六  鉄道事業に係る列車の運行の業務の用に供する無線設備による無線通信  

２  前項の規定による伝搬障害防止区域の指定は、政令で定めるところにより告示をもつて行わなければならない。  

３  総務大臣は、政令で定めるところにより、前項の告示に係る伝搬障害防止区域を表示した図面を総務省及び関係地方公共団体の事務所に備

え付け、一般の縦覧に供しなければならない。  

４  総務大臣は、第二項の告示に係る伝搬障害防止区域について、第一項の規定による指定の理由が消滅したときは、遅滞なく、その指定を解

除しなければならない。  

 

（伝搬障害防止区域における高層建築物等に係る届出）  

第百二条の三  前条第二項の告示に係る伝搬障害防止区域内（その区域とその他の区域とにわたる場合を含む。）においてする次の各号の一に

該当する行為（以下「指定行 為」という。）に係る工事の請負契約の注文者又はその工事を請負契約によらないで自ら行なう者（以下単に

「建築主」という。）は、総務省令で定めるところ により、当該指定行為に係る工事に自ら着手し又はその工事の請負人（請負工事の下請人

を含む。以下同じ。）に着手させる前に、当該指定行為に係る工作物につき、敷地の位置、高さ、高層部分（工作物の全部又は一部で地表か

らの高さが三十一メートルをこえる部分をいう。以下同じ。）の形状、構造及び主要材料、 その者が当該指定行為に係る工事の請負契約の注

文者である場合にはその工事の請負人の氏名又は名称及び住所その他必要な事項を書面により総務大臣に届け出 なければならない。  

一  その最高部の地表からの高さが三十一メートルをこえる建築物その他の工作物（土地に定着する工作物の上部に建築される一又は二以上

の工作物の最上部にある工作物の最高部の地表からの高さが三十一メートルをこえる場合における当該各工作物のうち、それぞれその最高部

の地表からの高さが三十一メートルをこえるものを含む。以下「高層建築物等」という。）の新築  

二  高層建築物等以外の工作物の増築又は移築で、その増築又は移築後において当該工作物が高層建築物等となるもの  

三  高層建築物等の増築、移築、改築、修繕又は模様替え（改築、修繕及び模様替えについては、総務省令で定める程度のものに限る。）  

 

（伝搬障害の有無等の通知）  

第百二条の五  総務大臣は、第百二条の三第一項若しくは第二項（同条第六項及び前条第二項において準用する場合を含む。）の規定による届

出又は前条第一項の規定に基づく命令による届出があつた場合において、その届出に係る事項を検討し、その届出に係る高層部分（変更の届

出に係る場合にあつては、その変更後の高層部分。 以下同じ。）が当該伝搬障害防止区域に係る重要無線通信障害原因となると認められると

きは、その高層部分のうち当該重要無線通信障害原因となる部分（以下「障害原因部分」という。）を明示し、理由を付した文書により、当

該高層部分が当該伝搬障害防止区域に係る重要無線通信障害原因とならないと認められると きは、その検討の結果を記載した文書により、そ

の旨を当該届出をした建築主に通知しなければならない。  

 

（重要無線通信障害原因となる高層部分の工事の制限）  

第百二条の六  前条第一項及び第二項の規定により、届出に係る高層部分が当該伝搬障害防止区域に係る重要無線通信障害原因となると認めら

れる旨の通知を受けた建築主は、次の各号のいずれかに該当する場合を除くほか、その通知を受けた日から二年間は、当該指定行為に係る工

事のうち当該通知に係る障害原因部分に係るものを自ら行い又はその請負人に行わせてはならない。  

 

（基準不適合設備に関する勧告等）  

第百二条の十一  総務大臣は、無線局が他の無線局の運用を著しく阻害するような混信その他の妨害を与えた場合において、その妨害が第三章

に定める技術基準に適合しない設 計に基づき製造され、又は改造された無線設備を使用したことにより生じたと認められ、かつ、当該設計と

同一の設計に基づき製造され、又は改造された無線設 備（以下この項及び次条において「基準不適合設備」という。）が広く販売されており、

これを放置しては、当該基準不適合設備を使用する無線局が他の無線局の運用に重大な悪影響を与えるおそれがあると認めるときは、無線通

信の秩序の維持を図るために必要な限度において、当該基準不適合設備の製造業者又は販売 業者に対し、その事態を除去するために必要な措

置を講ずべきことを勧告することができる。  

２  総務大臣は、前項の規定による勧告をした場合において、その勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、その旨を公表することができ

る。  

 

（測定器等の較正）  

第百二条の十八  無線設備の点検に用いる測定器その他の設備であつて総務省令で定めるもの（以下この条において「測定器等」という。）の

較正は、機構がこれを行うほか、総務大臣は、その指定する者（以下「指定較正機関」という。）にこれを行わせることができる。  

３  機構又は指定較正機関は、第一項の較正を行つたときは、総務省令で定めるところにより、その測定器等に較正をした旨の表示を付するも

のとする。  

４  機構又は指定較正機関による較正を受けた測定器等以外の測定器等には、前項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。  

９  指定較正機関は、較正を行うときは、総務省令で定める測定器その他の設備を使用し、かつ、総務省令で定める要件を備える者（以下「較

正員」という。）にその較正を行わせなければならない。  

 

（電波利用料の徴収等）  

第百三条の二  免許人等は、電波利用料として、無線局の免許等の日から起算して三十日以内及びその後毎年その免許等の日に応当する日（応

当する日がない場合は、その翌 日。以下この条において「応当日」という。）から起算して三十日以内に、当該無線局の免許等の日又は応当

日（以下この項において「起算日」という。）から 始まる各一年の期間（無線局の免許等の日が二月二十九日である場合においてその期間が

うるう年の前年の三月一日から始まるときは翌年の二月二十八日までの 期間とし、起算日から当該免許等の有効期間の満了の日までの期間が

一年に満たない場合はその期間とする。）について、別表第六の上欄に掲げる無線局の区分 に従い同表の下欄に掲げる金額（起算日から当該

免許等の有効期間の満了の日までの期間が一年に満たない場合は、その額に当該期間の月数を十二で除して得た 数を乗じて得た額に相当する

金額）を国に納めなければならない。  

４  この条及び次条において「電波利用料」とは、次に掲げる電波の適正な利用の確保に関し総務大臣が無線局全体の受益を直接の目的として

行う事務の処理に要する費用（同条において「電波利用共益費用」という。）の財源に充てるために免許人等、第十項の特定免許等不要局を

開設した者又は第十一項の表示者が納付 すべき金銭をいう。  

一  電波の監視及び規正並びに不法に開設された無線局の探査  

二  総合無線局管理ファイル（全無線局について第六条第一項及び第二項、第二十七条の三、第二十七条の十八第二項及び第三項並びに第二

十七条の二十九第二項 及び第三項の書類及び申請書並びに免許状等に記載しなければならない事項その他の無線局の免許等に関する事項を電

子情報処理組織によつて記録するファイル をいう。）の作成及び管理  



三  周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同利用を促進する技術又は高い周波数への移行を促進する技術としておおむね五年以内に開

発すべき技術に関する無線設備の技術基準の策定に向けた研究開発並びに既に開発されている周波数を効率的に利用する技術、周波数の共同

利用を促進する技術又は高い周波数への移 行を促進する技術を用いた無線設備について無線設備の技術基準を策定するために行う国際機関及

び外国の行政機関その他の外国の関係機関との連絡調整並びに試験及びその結果の分析  

四  電波の人体等への影響に関する調査  

五  標準電波の発射  

六  特定周波数変更対策業務（第七十一条の三第九項の規定による指定周波数変更対策機関に対する交付金の交付を含む。）  

七  特定周波数終了対策業務（第七十一条の三の二第十一項において準用する第七十一条の三第九項の規定による登録周波数終了対策機関に

対する交付金の交付を含む。第十項及び第十一項において同じ。）  

１５  免許人等（包括免許人等を除く。）は、第一項の規定により電波利用料を納めるときには、その翌年の応当日以後の期間に係る電波利用

料を前納することができる。  

第九章 罰則  

第百八条の二  電気通信業務又は放送の業務の用に供する無線局の無線設備又は人命若しくは財産の保護、治安の維持、気象業務、電気事業に

係る電気の供給の業務若しくは鉄道事業に係る列車の運行の業務の用に供する無線設備を損壊し、又はこれに物品を接触し、その他その無線

設備の機能に障害を与えて無線通信を妨害した者 は、五年以下の懲役又は二百五十万円以下の罰金に処する。  

２  前項の未遂罪は、罰する。 

  

第百九条  無線局の取扱中に係る無線通信の秘密を漏らし、又は窃用した者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

２  無線通信の業務に従事する者がその業務に関し知り得た前項の秘密を漏らし、又は窃用したときは、二年以下の懲役又は百万円以下の罰金

に処する。  

 

第百九条の二  暗号通信を傍受した者又は暗号通信を媒介する者であつて当該暗号通信を受信したものが、当該暗号通信の秘密を漏らし、又は

窃用する目的で、その内容を復元したときは、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。  

２  無線通信の業務に従事する者が、前項の罪を犯したとき（その業務に関し暗号通信を傍受し、又は受信した場合に限る。）は、二年以下の

懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

３  前二項において「暗号通信」とは、通信の当事者（当該通信を媒介する者であつて、その内容を復元する権限を有するものを含む。）以外

の者がその内容を復元できないようにするための措置が行われた無線通信をいう。  

４  第一項及び第二項の未遂罪は、罰する。  

５  第一項、第二項及び前項の罪は、刑法第四条の二の例に従う。 

 

第百十条  次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

一  第四条の規定による免許又は第二十七条の十八第一項の規定による登録がないのに、無線局を開設した者 

五  第五十二条、第五十三条、第五十四条第一号又は第五十五条の規定に違反して無線局を運用した者  

八  第七十二条第一項（第百条第五項において準用する場合を含む。）又は第七十六条第一項（第七十条の七第四項、第七十条の八第三項、

第七十条の九第三項及び第百条第五項において準用する場合を含む。）の規定によつて電波の発射又は運用を停止された無線局又は第百条第

一項の設備を運用した者  

 

第百十一条  次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一  第七十三条第一項、第五項（第百条第五項において準用する場合を含む。）若しくは第六項又は第八十二条第二項の規定による検査を拒

み、妨げ、又は忌避した者  

 

第百十三条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

六  第二十七条の三十一の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

七  第二十七条の三十二の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

十九  第七十八条の規定に違反した者  

 

第百十六条  次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の過料に処する。 

二  第二十二条（第百条第五項において準用する場合を含む。）の規定に違反して届出をしない者  

 

電波法施行令 
（平成十三年七月二十三日政令第二百四十五号）                 最終改正：平成二三年一〇月三一日政令第三三四号 

 

（操作及び監督の範囲）  

第三条  次の表の上欄に掲げる資格の無線従事者は、それぞれ、同表の下欄に掲げる無線設備の操作（アマチュア無線局の無線設備の操作を除

く。以下この項において 同じ。）を行い、並びに当該操作のうちモールス符号を送り、又は受ける無線電信の通信操作（以下この条において

「モールス符号による通信操作」という。） 及び法第三十九条第二項 の総務省令で定める無線設備の操作以外の操作の監督を行うことができ

る。 

資格 操作の範囲 

第一級陸上無線技術士 無線設備の技術操作 

５  次の表の上欄に掲げる資格の無線従事者は、第一項に規定するもののほか、それぞれ同表の下欄に掲げる操作を行うことができる。 

資格 操作 

第一級陸上無線技術士 第四級アマチュア無線技士の操作の範囲に属する操作 

 

電波法施行規則 抄 
（昭和二十五年十一月三十日電波監理委員会規則第十四号）            最終改正：平成二五年三月二八日総務省令第三一号 

第一章 総則  

第二条  電波法に基づく命令の規定の解釈に関しては、別に規定せられるもののほか、次の定義に従うものとする。  

二十五  「超短波放送」とは、三〇ＭＨｚを超える周波数の電波を使用して音声その他の音響を送る放送（文字、図形その他の影像又は信号

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%81%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8c%59%96%40%91%e6%8e%6c%8f%f0%82%cc%93%f1&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400200000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400200000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400200000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%88%ea&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%8b%e3%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003900000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003900000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003900000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%88%ea&REF_NAME=%93%64%94%67%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


を併せ送るものを含む。）であつて、テレビジヨン放送に該当せず、かつ、他の放送の電波に重畳して行う放送でないものをいう。  

二十六  「ステレオホニツク放送」とは、中波放送、超短波放送又はテレビジョン放送であつて、その聴取者に音響の立体感を与えるため、

左側信号及び右側信号を一の放送局（放送をする無線局をいう。）から同時に一の周波数の電波により伝送して行うものをいう。  

二十八  「テレビジヨン放送」とは、静止し、又は移動する事物の瞬間的影像及びこれに伴う音声その他の音響を送る放送（文字、図形その

他の影像（音声その他の音響を伴うものを含む。）又は信号を併せ送るものを含む。）をいう。  

二十八の二  「標準テレビジヨン放送」とは、テレビジヨン放送であつて、高精細度テレビジヨン放送以外のものをいう。  

二十八の三  「高精細度テレビジヨン放送」とは、テレビジヨン放送であつて、次に掲げるものをいう。 

（１） 走査方式が一本おきであつて、一の映像の走査線数が一、一二五本以上のもの 

（２） 走査方式が順次であつて、一の映像の走査線数が七五〇本以上のもの 

二十八の四  「データ放送」とは、二値のデジタル情報を送る放送であって、超短波放送及びテレビジョン放送に該当せず、かつ、他の放送

の電波に重畳して行う放送でないものをいう。  

二十八の九  「補完放送」とは、次に掲げるものをいう。 

（１） 超短波放送であつて、主音声（超短波放送又はテレビジヨン放送において送られる主たる音声その他の音響をいう。以下この号にお

いて同じ。）に伴う音声その他の音響を送るもの、又は主音声に併せて文字、図形その他の影像若しくは信号を送るもの 

（２） テレビジヨン放送であつて、静止し、若しくは移動する事物の瞬間的影像に伴う音声その他の音響（主音声を除く。）を送るもの、

又は静止し、若しくは移動する事物の瞬間的影像に併せて文字、図形その他の影像（音声その他の音響を伴うものを含む。）若しくは信号

を送るもの 

四十九の四  「ＡＴＣＲＢＳ」とは、地表の定点において、位置、識別、高度その他航空機に関する情報（飛行場内を移動する車両に関する

ものを含む。）を取得するための航空交通管制の用に供する通信の方式をいう。  

五十  「ＶＯＲ」とは、一〇八ＭＨｚから一一八ＭＨｚまでの周波数の電波を全方向に発射する回転式の無線標識業務を行なう設備をいう。  

五十一  「Ｚマーカ」とは、航空機に位置の情報を与えるために、逆円錐形の指向性電波を垂直に上空に発射する無線標識業務を行なう設備

をいう。  

五十一の二  「航空用ＤＭＥ」とは、九六〇ＭＨｚから一、二一五ＭＨｚまでの周波数の電波を使用し、航空機において、当該航空機から地

表の定点までの見通し距離を測定するための無線航行業務を行う設備をいう。  

五十一の三  「タカン」とは、九六〇ＭＨｚから一、二一五ＭＨｚまでの周波数の電波を使用し、航空機において、当該航空機から地表の定

点までの見通し距離及び方位を測定するための無線航行業務を行う設備をいう。  

五十六  「割当周波数」とは、無線局に割り当てられた周波数帯の中央の周波数をいう。  

五十七  「特性周波数」とは、与えられた発射において容易に識別し、かつ、測定することのできる周波数をいう。  

五十八  「基準周波数」とは、割当周波数に対して、固定し、かつ、特定した位置にある周波数をいう。この場合において、この周波数の割

当周波数に対する偏位は、特性周波数が発射によつて占有する周波数帯の中央の周波数に対してもつ偏位と同一の絶対値及び同一の符号をも

つものとする。  

五十九  「周波数の許容偏差」とは、発射によつて占有する周波数帯の中央の周波数の割当周波数からの許容することができる最大の偏差又

は発射の特性周波数の基準周波数からの許容することができる最大の偏差をいい、百万分率又はヘルツで表わす。  

六十一  「占有周波数帯幅」とは、その上限の周波数をこえて輻射され、及びその下限の周波数未満において輻射される平均電力がそれぞれ

与えられた発射によつて輻 射される全平均電力の〇・五パーセントに等しい上限及び下限の周波数帯幅をいう。ただし、周波数分割多重方式

の場合、テレビジヨン伝送の場合等〇・五パー セントの比率が占有周波数帯幅及び必要周波数帯幅の定義を実際に適用することが困難な場合

においては、異なる比率によることができる。  

六十二  「必要周波数帯幅」とは、与えられた発射の種別について、特定の条件のもとにおいて、使用される方式に必要な速度及び質で情報

の伝送を確保するためにじゆうぶんな占有周波数帯幅の最小値をいう。この場合、低減搬送波方式の搬送波に相当する発射等受信装置の良好

な動作に有用な発射は、これに含まれるものと する。  

六十三  「スプリアス発射」とは、必要周波数帯外における一又は二以上の周波数の電波の発射であつて、そのレベルを情報の伝送に影響を

与えないで低減することができるものをいい、高調波発射、低調波発射、寄生発射及び相互変調積を含み、帯域外発射を含まないものとする。  

六十三の二  「帯域外発射」とは、必要周波数帯に近接する周波数の電波の発射で情報の伝送のための変調の過程において生ずるものをいう。  

六十三の三  「不要発射」とは、スプリアス発射及び帯域外発射をいう。  

六十八  「空中線電力」とは、尖頭電力、平均電力、搬送波電力又は規格電力をいう。  

六十九  「尖頭電力」とは、通常の動作状態において、変調包絡線の最高尖頭における無線周波数一サイクルの間に送信機から空中線系の給

電線に供給される平均の電力をいう。  

七十  「平均電力」とは、通常の動作中の送信機から空中線系の給電線に供給される電力であつて、変調において用いられる最低周波数の周

期に比較してじゆうぶん長い時間（通常、平均の電力が最大である約十分の一秒間）にわたつて平均されたものをいう。  

七十一  「搬送波電力」とは、変調のない状態における無線周波数一サイクルの間に送信機から空中線系の給電線に供給される平均の電力を

いう。ただし、この定義は、パルス変調の発射には適用しない。  

七十二  「規格電力」とは、終段真空管の使用状態における出力規格の値をいう。  

七十四  「空中線の利得」とは、与えられた空中線の入力部に供給される電力に対する、与えられた方向において、同一の距離で同一の電界

を生ずるために、基準空中 線の入力部で必要とする電力の比をいう。この場合において、別段の定めがないときは、空中線の利得を表わす数

値は、主輻射の方向における利得を示す。 

注 散乱伝搬を使用する業務においては、空中線の全利得は、実際上得られるとは限らず、また、見かけの利得は、時間によつて変化するこ

とがある。  

七十五  「空中線の絶対利得」とは、基準空中線が空間に隔離された等方性空中線であるときの与えられた方向における空中線の利得をいう。  

七十六  「空中線の相対利得」とは、基準空中線が空間に隔離され、かつ、その垂直二等分面が与えられた方向を含む半波無損失ダイポール

であるときの与えられた方向における空中線の利得をいう。  

七十八  「実効輻射電力」とは、空中線に供給される電力に、与えられた方向における空中線の相対利得を乗じたものをいう。  

七十八の二  「等価等方輻射電力」とは、空中線に供給される電力に、与えられた方向における空中線の絶対利得を乗じたものをいう。  

 

（電波の型式の表示）  

第四条の二  電波の主搬送波の変調の型式、主搬送波を変調する信号の性質及び伝送情報の型式は、次の各号に掲げるように分類し、それぞれ

当該各号に掲げる記号をもつて表示する。ただし、主搬送波を変調する信号の性質を表示する記号は、対応する算用数字をもつて表示するこ

とがあるものとする。  

一  主搬送波の変調の型式 記号 

（2） 振幅変調 

（一） 両側波帯 Ａ 

（三） 低減搬送波による単側波帯 Ｒ 

（四） 抑圧搬送波による単側波帯 Ｊ 

（六） 残留側波帯 Ｃ 

（３） 角度変調 



（一） 周波数変調 Ｆ 

（二） 位相変調 Ｇ 

（４） 同時に、又は一定の順序で振幅変調及び角度変調を行うもの Ｄ 

（５） パルス変調 

（一） 無変調パルス列 Ｐ 

（二） 変調パルス列 

ア 振幅変調 Ｋ 

イ 幅変調又は時間変調 Ｌ 

ウ 位置変調又は位相変調 Ｍ 

エ パルスの期間中に搬送波を角度変調するもの Ｑ 

オ アからエまでの各変調の組合せ又は他の方法によつて変調するもの Ｖ 

（６） （１）から（５）までに該当しないものであつて、同時に、又は一定の順序で振幅変調、角度変調又はパルス変調のうちの二以上を

組み合わせて行うもの Ｗ 

（７） その他のもの Ｘ 

二  主搬送波を変調する信号の性質 記号 

（１） 変調信号のないもの 〇 

（２） デイジタル信号である単一チヤネルのもの 

（一） 変調のための副搬送波を使用しないもの 一 

（二） 変調のための副搬送波を使用するもの 二 

（３） アナログ信号である単一チヤネルのもの 三 

（４） デイジタル信号である二以上のチヤネルのもの 七 

（５） アナログ信号である二以上のチヤネルのもの 八 

（６） デイジタル信号の一又は二以上のチヤネルとアナログ信号の一又は二以上のチヤネルを複合したもの 九 

三  伝送情報の型式 記号 

（１） 無情報 Ｎ 

（２） 電信 

（二） 自動受信を目的とするもの Ｂ 

（３） フアクシミリ Ｃ 

（４） データ伝送、遠隔測定又は遠隔指令 Ｄ 

（５） 電話（音響の放送を含む。） Ｅ 

（６） テレビジヨン（映像に限る。） Ｆ 

（７） （１）から（６）までの型式の組合せのもの Ｗ 

 

（空中線電力の表示）  

第四条の四  空中線電力は、電波の型式のうち主搬送波の変調の型式及び主搬送波を変調する信号の性質が次の上欄に掲げる記号で表される電

波を使用する送信設備について、それぞれ同表の下欄に掲げる電力をもつて表示する。  

記号 空中線電力 

主搬送波

の変調

の型式 

主搬送波を変

調する信号

の性質 

 

A 三 （１） 地上基幹放送局（地上基幹放送試験局及び基幹放送を行う実用化試験局を含む。以下この表におい

て同じ。）の設備にあつては搬送波電力（ｐＺ） 

C 三 （１） 地上基幹放送局の設備にあつては尖頭電力（ｐＸ） 

（２） 地上基幹放送局以外の無線局の設備にあつては平均電力（ｐＹ） 

F  平均電力（ｐＹ） 

G  平均電力（ｐＹ） 

H  尖頭電力（ｐＸ） 

２  次に掲げる送信設備の空中線電力は、前項の規定にかかわらず、平均電力（ｐＹ）をもつて表示する。  

一  デジタル放送（Ｆ七Ｗ電波及びＧ七Ｗ電波を使用するものを除く。）を行う地上基幹放送局（地上基幹放送試験局及び基幹放送を行う実

用化試験局を含む。） 及び地上一般放送局（地上一般放送を行う実用化試験局を含む。）並びに設備規則第三十七条の二十七の二十一に規定

する番組素材中継を行う無線局及び同令第 三十七条の二十七の二十二に規定する放送番組中継を行う固定局（いずれもＧ七Ｗ電波を使用する

ものを除く。）の送信設備  

第二章 無線局  

第一節 通則  

（免許を要しない無線局）  

第六条  法第四条第一号に規定する発射する電波が著しく微弱な無線局を次のとおり定める。  

一  当該無線局の無線設備から三メートルの距離において、その電界強度（総務大臣が別に告示する試験設備の内部においてのみ使用される

無線設備については当 該試験設備の外部における電界強度を当該無線設備からの距離に応じて補正して得たものとし、人の生体内に植え込ま

れた状態又は一時的に留置された状態にお いてのみ使用される無線設備については当該生体の外部におけるものとする。）が、次の表の上欄

の区分に従い、それぞれ同表の下欄に掲げる値以下であるもの 

周波数帯 電界強度 

三二二ＭＨｚ以下 毎メートル五〇〇マイクロボルト 

三二二ＭＨｚを超え一〇ＧＨｚ以下 毎メートル三五マイクロボルト 

一〇ＧＨｚを超え一五〇ＧＨｚ以下 次式で求められる値（毎メートル五〇〇マイクロボルトを超える場合は、毎メートル五〇〇マイ

クロボルト）毎メートル３．５ｆマイクロボルトｆは、ＧＨｚを単位とする周波数とする。 

一五〇ＧＨｚを超えるもの 毎メートル五〇〇マイクロボルト 

二  当該無線局の無線設備から五〇〇メートルの距離において、その電界強度が毎メートル二〇〇マイクロボルト以下のものであつて、総務

大臣が用途並びに電波の型式及び周波数を定めて告示するもの  

三  標準電界発生器、ヘテロダイン周波数計その他の測定用小型発振器  



２  前項第一号の電界強度の測定方法については、別に告示する。  

４  法第四条第三号の総務省令で定める無線局は、次に掲げるものとする。  

一  Ｆ一Ｄ若しくはＦ二Ｄ電波二五四・四二五ＭＨｚ若しくは二五四・九六二五ＭＨｚの周波数及びＦ一Ｄ、Ｆ二Ａ、Ｆ二Ｂ、Ｆ二Ｃ、Ｆ二

Ｄ、Ｆ二Ｎ、Ｆ二Ｘ若 しくはＦ三Ｅ電波二五三・八六二五ＭＨｚ以上二五四・九五ＭＨｚ以下の周波数であつて、二五三・八六二五ＭＨｚ及

び二五三・八六二五ＭＨｚに一二・五 ｋＨｚの整数倍を加えたもの（二五四・四二五ＭＨｚを除く。）を使用し、かつ、空中線電力が〇・〇

一ワット以下であるもの、又はＦ一Ｄ若しくはＦ二Ｄ電波 三八〇・七七五ＭＨｚ若しくは三八一・三一二五ＭＨｚの周波数及びＦ一Ｄ、Ｆ二

Ａ、Ｆ二Ｂ、Ｆ二Ｃ、Ｆ二Ｄ、Ｆ二Ｎ、Ｆ二Ｘ若しくはＦ三Ｅ電波三八〇・二 一二五ＭＨｚ以上三八一・三ＭＨｚ以下の周波数であつて、三

八〇・二一二五ＭＨｚ及び三八〇・二一二五ＭＨｚに一二・五ｋＨｚの整数倍を加えたもの（三八 〇・七七五ＭＨｚを除く。）を使用し、か

つ、空中線電力が〇・〇一ワット以下であるもの（以下「コードレス電話の無線局」という。）  

六  一、八八四・六五ＭＨｚ以上一、九一五・五五ＭＨｚ以下の周波数であつて一、八八四・六五ＭＨｚ及び一、八八四・六五ＭＨｚに三〇

〇ｋＨｚの整数倍を加 えたもの（総務大臣が別に告示する周波数を除く。）を使用し、空中線電力が〇・〇一ワット以下であつて総務大臣が

別に告示する電波の型式及び用途に適合するもの（無線通信を中継する機能を備えるものを除く。以下「ＰＨＳの陸上移動局」という。） 

 

（免許等の有効期間）  

第七条  法第十三条第一項の総務省令で定める免許の有効期間は、次の各号に掲げる無線局の種別に従い、それぞれ当該各号に定めるとおりと

する。  

一  地上基幹放送局（臨時目的放送を専ら行うものに限る。） 当該放送の目的を達成するために必要な期間  

二  地上基幹放送試験局 二年  

三  衛星基幹放送局（臨時目的放送を専ら行うものに限る。） 当該放送の目的を達成するために必要な期間  

四  衛星基幹放送試験局 二年  

五  特定実験試験局（総務大臣が公示する周波数、当該周波数の使用が可能な地域及び期間並びに空中線電力の範囲内で開設する実験試験局を

いう。以下同じ。） 当該周波数の使用が可能な期間  

六  実用化試験局 二年  

七  その他の無線局 五年  

 

第八条  前三条の規定は、同一の種別（地上基幹放送局については、コミュニティ放送を行う地上基幹放送局（当該放送の電波に重畳して多重

放送を行う地上基幹放送 局を含む。以下この項において同じ。）とそれ以外の放送を行う地上基幹放送局の区分別とする。）に属する無線局

について同時に有効期間が満了するよう総務 大臣が定める一定の時期（コミュニティ放送を行う地上基幹放送局にあつては、別に告示で定め

る日、陸上移動業務の無線局、携帯移動業務の無線局、無線呼出 局、船上通信局、無線航行移動局及び地球局にあつては、毎年一の別に告示

で定める日（以下この項において「一定日」という。））に免許等（法第二十五条第 一項の免許等をいう。以下同じ。）をした無線局に適用

があるものとし、免許等をする時期がこれと異なる無線局の免許等の有効期間は、前三条の規定にかかわ らず、当該一定の時期（陸上移動業

務の無線局、携帯移動業務の無線局、無線呼出局、船上通信局、無線航行移動局及び地球局にあつては、免許等をする時期の 直前の一定日）

に免許等を受けた当該種別の無線局に係る免許等の有効期間の満了の日までの期間とする。  

 

（運用開始の届出を要しない無線局）  

第十条の二  法第十六条第一項ただし書の規定により運用開始の届出を要しない無線局は、次に掲げる無線局以外の無線局とする。  

一  基幹放送局  

二  海岸局であつて、電気通信業務を取り扱うもの、海上安全情報の送信を行うもの又は二、一八七・五ｋＨｚ、四、二〇七・五ｋＨｚ、六、

三一二ｋＨｚ、八、 四一四・五ｋＨｚ、一二、五七七ｋＨｚ、一六、八〇四・五ｋＨｚ、二七、五二四ｋＨｚ、一五六・五二五ＭＨｚ若しく

は一五六・八ＭＨｚの電波を送信に使用 するもの  

三  航空局であつて、電気通信業務を取り扱うもの又は航空交通管制の用に供するもの  

四  無線航行陸上局  

四の二  海岸地球局  

四の三  航空地球局（航空機の安全運航又は正常運航に関する通信を行うものに限る。）  

五  標準周波数局  

六  特別業務の局（設備規則第四十九条の二十二に規定する道路交通情報通信を行う無線局及びＡ三Ｅ電波一、六二〇ｋＨｚ又は一、六二九

ｋＨｚの周波数を使用する空中線電力一〇ワット以下の無線局を除く。）  

 

（混信又はふくそうに関する調査を行おうとする場合）  

第十一条の二の二  法第二十五条第二項の総務省令で定める場合は、免許人又は法第八条の予備免許を受けた者が、次のいずれかの工事又は変

更を行おうとする場合及び登録人 （法第二十七条の二十三第一項に規定する登録人をいう。以下同じ。）が、第三号又は第六号の変更を行お

うとする場合とする。  

一  工事設計の変更又は無線設備の変更の工事（第十条に規定する許可を要しない工事設計の変更等を除く。）  

二  通信の相手方の変更  

三  無線設備の設置場所又は無線設備を設置しようとする区域の変更  

四  放送区域の変更  

五  電波の型式の変更  

六  空中線電力の変更  

七  運用許容時間の変更  

 

（周波数測定装置の備付け）  

第十一条の三  法第三十一条の総務省令で定める送信設備は、次の各号に掲げる送信設備以外のものとする。  

一  二六・一七五ＭＨｚを超える周波数の電波を利用するもの  

二  空中線電力一〇ワツト以下のもの  

三  法第三十一条に規定する周波数測定装置を備え付けている相手方の無線局によつてその使用電波の周波数が測定されることとなつている

もの  

四  当該送信設備の無線局の免許人が別に備え付けた法第三十一条に規定する周波数測定装置をもつてその使用電波の周波数を随時測定し得

るもの  

五  基幹放送局の送信設備であつて、空中線電力五〇ワツト以下のもの  

六  標準周波数局において使用されるもの  

七  アマチユア局の送信設備であつて、当該設備から発射される電波の特性周波数を〇・〇二五パーセント以内の誤差で測定することにより、

その電波の占有する 周波数帯幅が、当該無線局が動作することを許される周波数帯内にあることを確認することができる装置を備え付けてい

るもの  

八  その他総務大臣が別に告示するもの  



（型式検定を要する機器）  

第十一条の四  法第三十七条第三号の船舶に施設する救命用の無線設備の機器であつて総務省令で定めるものは、旅客船又は総トン数三〇〇ト

ン以上の船舶であつて、国際航 海に従事するものに備える双方向無線電話、船舶航空機間双方向無線電話（旅客船に限る。）、衛星非常用位

置指示無線標識、捜索救助用レーダートランスポン ダ及び捜索救助用位置指示送信装置とする。  

２  法第三十七条第六号の航空機に施設する無線設備の機器であつて総務省令で定めるものは、義務航空機局（法第十三条第二項の航空機局を

いう。以下同じ。）に設置する無線設備の機器とする。  

 

（無線局の開設の届出期間）  

第二十条  法第二十七条の三十一の総務省令で定める期間は、十五日とする。 

 

第三節 安全施設  

（無線設備の安全性の確保）  

第二十一条の二  無線設備は、破損、発火、発煙等により人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与えることがあつてはならない。  

 

（電波の強度に対する安全施設）  

第二十一条の三  無線設備には、当該無線設備から発射される電波の強度（電界強度、磁界強度及び電力束密度をいう。以下同じ。）が別表第

二号の三の二に定める値を超える 場所（人が通常、集合し、通行し、その他出入りする場所に限る。）に取扱者のほか容易に出入りすること

ができないように、施設をしなければならない。ただ し、次の各号に掲げる無線局の無線設備については、この限りではない。  

一  平均電力が二〇ミリワット以下の無線局の無線設備  

二  移動する無線局の無線設備  

三  地震、台風、洪水、津波、雪害、火災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、臨時に開設する無線

局の無線設備  

四  前三号に掲げるもののほか、この規定を適用することが不合理であるものとして総務大臣が別に告示する無線局の無線設備  

２  前項の電波の強度の算出方法及び測定方法については、総務大臣が別に告示する。  

 

（高圧電気に対する安全施設）  

第二十二条  高圧電気（高周波若しくは交流の電圧三〇〇ボルト又は直流の電圧七五〇ボルトをこえる電気をいう。以下同じ。）を使用する電

動発電機、変圧器、ろ波器、 整流器その他の機器は、外部より容易にふれることができないように、絶縁しやへい体又は接地された金属しや

へい体の内に収容しなければならない。但し、取扱者のほか出入できないように設備した場所に装置する場合は、この限りでない。  

第二十三条  送信設備の各単位装置相互間をつなぐ電線であつて高圧電気を通ずるものは、線溝若しくは丈夫な絶縁体又は接地された金属しや

へい体の内に収容しなければならない。但し、取扱者のほか出入できないように設備した場所に装置する場合は、この限りでない。  

第二十四条  送信設備の調整盤又は外箱から露出する電線に高圧電気を通ずる場合においては、その電線が絶縁されているときであつても、電

気設備に関する技術基準を定める省令（昭和四十年通商産業省令第六十一号）の規定するところに準じて保護しなければならない。  

第二十五条  送信設備の空中線、給電線若しくはカウンターポイズであつて高圧電気を通ずるものは、その高さが人の歩行その他起居する平面

から二・五メートル以上のものでなければならない。但し、左の各号の場合は、この限りでない。  

一  二・五メートルに満たない高さの部分が、人体に容易にふれない構造である場合又は人体が容易にふれない位置にある場合  

二  移動局であつて、その移動体の構造上困難であり、且つ、無線従事者以外の者が出入しない場所にある場合  

 

（空中線等の保安施設）  

第二十六条  無線設備の空中線系には避雷器又は接地装置を、また、カウンターポイズには接地装置をそれぞれ設けなければならない。ただし、

二六・一七五ＭＨｚを超える周波数を使用する無線局の無線設備及び陸上移動局又は携帯局の無線設備の空中線については、この限りでない。  

第四節の二 地球局、人工衛星局等の特則  

（地球局の送信空中線の最小仰角）  

第三十二条  地球局（宇宙無線通信を行う実験試験局を含む。以下同じ。）の送信空中線の最大輻射の方向の仰角の値は、次の各号に掲げる場

合においてそれぞれ当該各号に規定する値でなければならない。  

一  深宇宙（地球からの距離が二百万キロメートル以上である宇宙をいう。以下同じ。）に係る宇宙研究業務（科学又は技術に関する研究又

は調査のための宇宙無線通信の業務をいう。以下同じ。）を行うとき 一〇度以上  

二  前号の宇宙研究業務以外の宇宙研究業務を行うとき 五度以上  

三  宇宙研究業務以外の宇宙無線通信の業務を行うとき 三度以上  

 

（地球局の等価等方輻射電力等）  

第三十二条の二  

３  一三・七五ＧＨｚを超え一四ＧＨｚ以下の周波数の電波を使用し、かつ、直径四・五メートル未満の空中線を使用して対地静止衛星（地球

の赤道面上に円軌道 を有し、かつ、地球の自転軸を軸として地球の自転と同一の方向及び周期で回転する人工衛星をいう。以下同じ。）に開

設する人工衛星局と宇宙無線通信を行う固定地点の地球局の送信空中線から輻射される一ＭＨｚの帯域幅当たりの電力は、次の表の上欄に掲

げる区分に従い、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

 

（人工衛星局の送信空中線の指向方向）  

第三十二条の三  対地静止衛星に開設する人工衛星局（一般公衆によって直接受信されるための無線電話、テレビジョン、データ伝送又はファ

クシミリによる無線通信業務を行うことを目的とするものを除く。）の送信空中線の地球に対する最大輻射の方向は、公称されている指向方

向に対して、〇・三度又は主輻射の角度の幅の一〇パーセントのいずれか大きい角度の範囲内に、維持されなければならない。  

２  対地静止衛星に開設する人工衛星局（一般公衆によって直接受信されるための無線電話、テレビジョン、データ伝送又はファクシミリによ

る無線通信業務を行うことを目的とするものに限る。）の送信空中線の地球に対する最大輻射の方向は、公称されている指向方向に対して

〇・一度の範囲内に維持されなければならない。  

 

（人工衛星局の位置の維持）  

第三十二条の四  対地静止衛星に開設する人工衛星局（実験試験局を除く。）であつて、固定地点の地球局相互間の無線通信の中継を行うもの

は、公称されている位置から経度の（±）〇・一度以内にその位置を維持することができるものでなければならない。  

２  対地静止衛星に開設する人工衛星局（一般公衆によって直接受信されるための無線電話、テレビジョン、データ伝送又はファクシミリによ



る無線通信業務を行うことを目的とするものに限る。）は、公称されている位置から緯度及び経度のそれぞれ（±）〇・一度以内にその位置

を維持することができるものでなければならない。  

３  対地静止衛星に開設する人工衛星局であつて、前二項の人工衛星局以外のものは、公称されている位置から経度の（±）〇・五度以内にそ

の位置を維持することができるものでなければならない。  

 

（人工衛星局の設置場所変更機能の特例）  

第三十二条の五  法第三十六条の二第二項ただし書の総務省令で定める人工衛星局は、対地静止衛星に開設する人工衛星局以外の人工衛星局と

する。  

 

第五節 無線従事者  

（主任無線従事者の非適格事由）  

第三十四条の三  法第三十九条第三項の総務省令で定める事由は、次のとおりとする。  

一  法第四十二条第一号に該当する者であること。  

二  法第七十九条第一項第一号（同条第二項において準用する場合を含む。）の規定により業務に従事することを停止され、その処分の期間

が終了した日から三箇月を経過していない者であること。  

三  主任無線従事者として選任される日以前五年間において無線局（無線従事者の選任を要する無線局でアマチユア局以外のものに限る。）

の無線設備の操作又はその監督の業務に従事した期間が三箇月に満たない者であること。  

 

（主任無線従事者の職務）  

第三十四条の五  法第三十九条第五項の総務省令で定める職務は、次のとおりとする。  

一  主任無線従事者の監督を受けて無線設備の操作を行う者に対する訓練（実習を含む。）の計画を立案し、実施すること。  

二  無線設備の機器の点検若しくは保守を行い、又はその監督を行うこと。  

三  無線業務日誌その他の書類を作成し、又はその作成を監督すること（記載された事項に関し必要な措置を執ることを含む。）。  

四  主任無線従事者の職務を遂行するために必要な事項に関し免許人等又は法第七十条の九第一項の規定により登録局を運用する当該登録局

の登録人以外の者に対して意見を述べること。  

五  その他無線局の無線設備の操作の監督に関し必要と認められる事項  

 

（主任無線従事者の講習を要しない無線局）  

第三十四条の六  法第三十九条第七項（法第七十条の九第三項において準用する場合を含む。）の総務省令で定める無線局は、次のとおりとす

る。  

一  無線電話、遭難自動通報設備、レーダーその他の小規模な船舶局に使用する無線設備として総務大臣が別に告示する無線設備のみを設置

する船舶局（国際航海に従事しない船舶の船舶局に限る。以下「特定船舶局」という。）  

二  簡易無線局  

三  前二号に掲げるもののほか、総務大臣が別に告示するもの  

 

（講習の期間）  

第三十四条の七  法第三十九条第七項の規定により、免許人等又は法第七十条の九第一項の規定により登録局を運用する当該登録局の登録人以

外の者は、主任無線従事者を選任したときは、当該主任無線従事者に選任の日から六箇月以内に無線設備の操作の監督に関し総務大臣の行う

講習を受けさせなければならない。  

２  免許人等又は法第七十条の九第一項の規定により登録局を運用する当該登録局の登録人以外の者は、前項の講習を受けた主任無線従事者に

その講習を受けた日から五年以内に講習を受けさせなければならない。当該講習を受けた日以降についても同様とする。  

３  前二項の規定にかかわらず、船舶が航行中であるとき、その他総務大臣が当該規定によることが困難又は著しく不合理であると認めるとき

は、総務大臣が別に告示するところによる。  

 

（無線従事者の配置）  

第三十六条  法第五十条第二項の規定による無線局に配置すべき無線従事者の最低限の資格別員数は、次の表の上欄に掲げる義務船舶局等（そ

の無線設備について法第三十五条第三号の措置をとるものに限る。）について、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

義務船舶局等 無線従事者の資格別員数 

一 第二十八条第一項第三号の船舶の義務船舶局等

（国際航海に従事する旅客船のものに限る。） 

第一級総合無線通信士又は第一級海上無線通信士の資格を有する者であつて、船舶

局無線従事者証明を受けているもの 一名 

二 その他の義務船舶局等第 一級総合無線通信士、第一級海上無線通信士又は第二級海上無線通信士の資格を有

する者であつて、船舶局無線従事者証明を受けているもの 一名 

２  前項に規定するもののほか、無線局には当該無線局の無線設備の操作を行い、又はその監督を行うために必要な無線従事者を配置しなけれ

ばならない。  

第六節 目的外通信等  

（免許状の目的等にかかわらず運用することができる通信）  

第三十七条  次に掲げる通信は、法第五十二条第六号の通信とする。この場合において、第一号の通信を除くほか、船舶局についてはその船舶

の航行中、航空機局について はその航空機の航行中又は航行の準備中に限る。ただし、運用規則第四十条第一号及び第三号並びに第百四十二

条第一号の規定の適用を妨げない。  

一  無線機器の試験又は調整をするために行う通信  

二十四  電波の規正に関する通信  

二十五  法第七十四条第一項に規定する通信の訓練のために行う通信  

三十三  人命の救助又は人の生命、身体若しくは財産に重大な危害を及ぼす犯罪の捜査若しくはこれらの犯罪の現行犯人若しくは被疑者の逮

捕に関し急を要する通信（他の電気通信系統によつては、当該通信の目的を達することが困難である場合に限る。） 

第七節 業務書類等  

（備付けを要する業務書類）  



第三十八条  法第六十条の規定により無線局に備え付けておかなければならない書類は、次の表の上欄の無線局につき、それぞれ同表の下欄に

掲げるとおりとする。 

無線局 業務書類 

七 基幹放送局 （一） 免許状 

（二） 無線局の免許の申請書の添付書類の写し（再免許を受けた無線局にあつては、最近の再免許の申請に係るもの

並びに免許規則第 十六条の規定により無線局事項書の記載を省略した部分を有する無線局事項書（その記載を省略し

た部分のみのものとする。）及び同規則第十八条の二の規定に より提出を省略した工事設計書と同一の記載内容を有

する工事設計書の写し）（１） 

（三） 一の項の（三）に掲げる書類（１） 

２  前項の免許状は、主たる送信装置のある場所の見やすい箇所に掲げておかなければならない。ただし、掲示を困難とするものについては、

その掲示を要しない。  

３  船上通信局、陸上移動局、携帯局、無線標定移動局、携帯移動地球局、陸上を移動する地球局であつて停止中にのみ運用を行うもの又は移

動する実験試験局 （宇宙物体に開設するものを除く。）、アマチュア局（人工衛星に開設するものを除く。）、簡易無線局（パーソナル無線

を除く。）若しくは気象援助局にあつては、前項の規定にかかわらず、その無線設備の常置場所（ＶＳＡＴ地球局にあつては、当該ＶＳＡＴ

地球局の送信の制御を行う他の一の地球局（以下 「ＶＳＡＴ制御地球局」という。）の無線設備の設置場所とする。）に第一項の免許状を備

え付け、かつ、総務大臣が別に告示するところにより、その送信装置のある場所に総務大臣又は総合通信局長が発給する証票を備え付けなけ

ればならない。ただし、ラジオゾンデ及びラジオ・ブイの無線局、電気通信業務を行うことを目的として開設する陸上移動局、携帯局、携帯

移動地球局及びＶＳＡＴ地球局並びにこれらの無線局以外のものであつて包括免許に係る特定無線局その他総 務大臣が告示する無線局につい

ては、当該証票の備付けを要しない。  

８  登録局に備え付けておかなければならない書類は、前各項の規定にかかわらず、登録状とする。  

９  無線従事者は、その業務に従事しているときは、免許証（法第三十九条又は法第五十条の規定により船舶局無線従事者証明を要することと

された者については、免許証及び船舶局無線従事者証明書）を携帯していなければならない。  

 

（時計、業務書類等の省略）  

第三十八条の二  法第六十条ただし書の規定により、時計、無線業務日誌及び前条に規定する書類の全部又は一部について、その備付けを省略

できる無線局は、総務大臣が別に告示する。  

２  前項の規定にかかわらず、登録局にあつては、時計及び無線業務日誌の備付けを省略することができる。  

 

第三十八条の三  法第六十条の規定により無線局に備え付けなければならない無線業務日誌又は第三十八条に規定する書類であつて、当該無線

局に備え付けておくことが困難で あるか又は不合理であるものについては、総務大臣が別に指定する場所（登録局にあつては、登録人の住所）

に備え付けておくことができる。  

２  前項の場合において、総務大臣が無線局ごとに備え付ける必要がないと認めるものについては、同一の免許人等に属する一の無線局に備え

付けたものを共用することができる。  

３  前項の規定は、二以上の無線局が無線設備を共用している場合の当該無線局に備え付けなければならない時計、無線業務日誌又は第三十八

条に規定する書類（次項において「時計等」という。）について準用する。  

４  同一の船舶又は航空機を設置場所とする二以上の無線局において当該無線局に備え付けなければならない時計等であつて総務大臣が無線局

ごとに備え付ける必要がないと認めるものについては、いずれかの無線局に備え付けたものを共用することができる。  

５  前各項の無線局その他必要な事項は、総務大臣が別に告示する。  

 

（無線業務日誌）  

第四十条  法第六十条に規定する無線業務日誌には、毎日次に掲げる事項を記載しなければならない。ただし、総務大臣又は総合通信局長にお

いて特に必要がないと認めた場合は、記載の一部を省略することができる。  

一  海上移動業務、航空移動業務若しくは無線標識業務を行う無線局（船舶局又は航空機局と交信しない無線局及び船上通信局を除く。）又

は海上移動衛星業務若しくは航空移動衛星業務を行う無線局（航空機の安全運航又は正常運航に関する通信を行わないものを除く。） 

（３） 発射電波の周波数の偏差を測定したときは、その結果及び許容偏差を超える偏差があるときは、その措置の内容 

（４） 機器の故障の事実、原因及びこれに対する措置の内容 

二  基幹放送局 

（１） 前号の（１）及び（３）から（５）までに掲げる事項 

（４） 予備送信機又は予備空中線を使用した場合は、その時間 

（５） 運用許容時間中において任意に放送を休止した時間 

（６） 放送が中断された時間 

（７） 遭難通信、緊急通信、安全通信及び法第七十四条第一項に規定する通信を行つたときは、そのたびごとにその通信の概要及びこれに

対する措置の内容 

 

（電波の発射の防止）  

第四十二条の二  法第七十八条の総務省令で定める電波の発射を防止するために必要な措置は、次の表の上欄に掲げる無線局の無線設備の区別

に従い、それぞれ同表の下欄に掲 げるとおりとする。ただし、当該無線設備のうち、設置場所（移動する無線局にあつては、移動範囲又は常

置場所）、利用方法その他の事情により当該措置を行うことが困難なものであつて総務大臣が別に告示するものについては、同表の下段に掲

げる措置に代え、別に告示する措置によることができる。 

無線設備 必要な措置 

二 固定局、基幹放送局及び地上一般放送局の無線設備 空中線を撤去すること（空中線を撤去することが困難な場合にあつては、送信

機、給電線又は電源設備を撤去すること。）。 

第三章 高周波利用設備  

第一節 通則  

（通信設備以外の許可を要する設備）  

第四十五条  法第百条第一項第二号の規定による許可を要する高周波電流を利用する設備を次のとおり定める。  

一  医療用設備（高周波のエネルギーを発生させて、そのエネルギーを医療のために用いるものであつて、五〇ワットを超える高周波出力を

使用するものをいう。以下同じ。）  

二  工業用加熱設備（高周波のエネルギーを発生させて、そのエネルギーを木材及び合板の乾燥、繭の乾燥、金属の熔融、金属の加熱、真空

管の排気等工業生産のために用いるものであつて、五〇ワットを超える高周波出力を使用するものをいう。以下同じ。）  



三  各種設備（高周波のエネルギーを直接負荷に与え又は加熱若しくは電離等の目的に用いる設備であつて、五〇ワットを超える高周波出力

を使用するもの（前二 号に該当するもの、総務大臣が型式について指定した超音波洗浄機、超音波加工機、超音波ウエルダー、電磁誘導加熱

を利用した文書複写印刷機械及び無電極放電ランプ並びに第四十六条の七に規定する型式確認を行つた電子レンジ及び電磁誘導加熱式調理器

を除く。）をいう。以下同じ。） 

 

無線設備規則 
（昭和二十五年十一月三十日電波監理委員会規則第十八号）           最終改正：平成二五年三月二七日総務省令第二九号 

第一章 総則  

第二節 電波の質  

（周波数の許容偏差）  

第五条  送信設備に使用する電波の周波数の許容偏差は、別表第一号に定めるとおりとする。  

（占有周波数帯幅の許容値）  

第六条  発射電波に許容される占有周波数帯幅の値は、別表第二号に定めるとおりとする。  

（スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値）  

第七条  スプリアス発射又は不要発射の強度の許容値は、別表第三号に定めるとおりとする。  

第三節 保護装置  

第九条  前条に規定するものの外、無線設備の電源回路には、ヒユーズ又は自動しや断器を装置しなければならない。但し、負荷電力一〇ワツ

ト以下のものについては、この限りでない。  

第四節 特殊な装置  

（緊急警報信号発生装置）  

第九条の三  緊急警報信号発生装置は、次の各号の条件に適合する緊急警報信号を発生するものでなければならない。ただし、標準テレビジョ

ン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式 （平成二十三年総務省令第八十七号。以下「デジタル放送の標準方式」という。）にお

いて別に定めるものについては、この限りでない。  

一  周波数偏位方式により変調されたものであつて、マーク周波数が一、〇二四ヘルツ及びスペース周波数が六四〇ヘルツであること。この

場合において、周波数の許容偏差は、それぞれ（±）百万分の一〇とする。  

二  位相は、周波数偏位時において連続していること。  

三  伝送速度は、毎秒六四ビツトであること。この場合において、伝送速度の許容偏差は、（±）百万分の一〇とする。  

四  歪率は、五パーセント以下であること。  

五  構成は、別に告示するところによるものであること。  

第二章 送信設備  

第一節 通則  

（空中線電力の許容偏差）  

第十四条  空中線電力の許容偏差は、次の表の上欄に掲げる送信設備の区別に従い、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとする。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%91%8d%96%b1%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%94%aa%8e%b5&REF_NAME=%95%57%8f%80%83%65%83%8c%83%72%83%57%83%87%83%93%95%fa%91%97%93%99%82%cc%82%a4%82%bf%83%66%83%57%83%5e%83%8b%95%fa%91%97%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%91%97%90%4d%82%cc%95%57%8f%80%95%fb%8e%ae&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%91%8d%96%b1%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%94%aa%8e%b5&REF_NAME=%95%57%8f%80%83%65%83%8c%83%72%83%57%83%87%83%93%95%fa%91%97%93%99%82%cc%82%a4%82%bf%83%66%83%57%83%5e%83%8b%95%fa%91%97%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%91%97%90%4d%82%cc%95%57%8f%80%95%fb%8e%ae&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


送信設備 

許容偏差 

上限（パー

セント） 

下限（パー

セント） 

一 放送局の送信設備（二の項に掲げるものを除く。） 五 一〇 

二 短波放送、超短波放送、テレビジョン放送、マルチメディア放送（移動受信用地上放送（放送法（昭

和二十五年法律第百三十二号）第二条第二号の二の六に 規定する移動受信用地上放送をいう。以下同

じ。）に限る。）又は超短波多重放送を行う地上基幹放送局（短波放送を行うものにあつてはＡ三Ｅ

電波を使用する もの、テレビジョン放送を行うものにあつては二の二の項に掲げるものを除く。）の

送信設備 

一〇 二〇 

三 海岸局（三の二の項に掲げるものを除く。）、航空局又は船舶のための無線標識局の送信設備で二

六・一七五ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するもの 

一〇 二〇 

五 無線呼出局（電気通信業務を行うことを目的として開設するものに限る。）の送信設備 一五 一五 

七 次に掲げる送信設備 

 （一） 九一六・七ＭＨｚ以上九二〇・九ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する構内無線局の送信

設備 

 （五） 五ＧＨｚ帯無線アクセスシステムの無線局の送信設備 

二〇 八〇 

八 次に掲げる送信設備 

 （一） アマチュア局の送信設備 

二〇   

十一 符号分割多元接続

方式携帯無線通信及び

時分割・符号分割多重

方式携帯無線通信を行

う無線局の送信設備 

次に掲げる送信設備 

（一） 第四十九条の六の四に定める基地局の送信設備であつて、拡散

符号速度（拡散符号によりスペクトル拡散された信号の速度をいう。以

下同じ。）が一の搬送波当たり毎秒一・二二八八メガチップのもの 

五九 六一 

次に掲げる送信設備 

（一） 第四十九条の六の四に定める基地局の送信設備であつて、拡散

符号速度が毎秒三・八四メガチップのもの 

八七 四七 

十七 次に掲げる送信設備 

 （一） 第四十九条の二十二に規定する道路交通情報通信を行う無線局の送信設備 

二〇 五〇 

 
（人体頭部における比吸収率の許容値）  

第十四条の二  携帯無線通信を行う陸上移動局、広帯域移動無線アクセスシステムの陸上移動局、非静止衛星に開設する人工衛星局の中継によ

り携帯移動衛星通信を行う携帯 移動地球局、第四十九条の二十三の二に規定する携帯移動地球局及びインマルサット携帯移動地球局（インマ

ルサットＧＳＰＳ型に限る。）の無線設備（伝送情 報が電話（音響の放送を含む。以下この項において同じ。）のもの及び電話とその他の情

報の組合せのものに限る。）は、当該無線設備から発射される電波の人体頭部における比吸収率（電磁界にさらされたことによつて任意の生

体組織一〇グラムが任意の六分間に吸収したエネルギーを一〇グラムで除し、さらに六分で 除して得た値をいう。以下同じ。）を毎キログラ

ム当たり二ワット以下とするものでなければならない。ただし、次に掲げる無線設備についてはこの限りでな い。  

一  平均電力が二〇ミリワット以下の無線設備  

二  前号に掲げるもののほか、この規定を適用することが不合理であるものとして総務大臣が別に告示する無線設備  

２  前項の人体頭部における比吸収率の測定方法については、総務大臣が別に告示する。  

第二節 送信装置  

（周波数の安定のための条件）  

第十五条  周波数をその許容偏差内に維持するため、送信装置は、できる限り電源電圧又は負荷の変化によつて発振周波数に影響を与えないも

のでなければならない。  

２  周波数をその許容偏差内に維持するため、発振回路の方式は、できる限り外囲の温度若しくは湿度の変化によつて影響を受けないものでな

ければならない。  

３  移動局（移動するアマチユア局を含む。）の送信装置は、実際上起り得る振動又は衝撃によつても周波数をその許容偏差内に維持するもの

でなければならない。  

 

第十六条  水晶発振回路に使用する水晶発振子は、周波数をその許容偏差内に維持するため、左の条件に適合するものでなければならない。  

一  発振周波数が当該送信装置の水晶発振回路により又はこれと同一の条件の回路によりあらかじめ試験を行つて決定されているものである

こと。  

二  恒温槽を有する場合は、恒温槽は水晶発振子の温度係数に応じてその温度変化の許容値を正確に維持するものであること。  

 

（変調）  

第十八条  送信装置は、音声その他の周波数によつて搬送波を変調する場合には、変調波の尖頭値において（±）一〇〇パーセントをこえない

範囲に維持されるものでなければならない。  

２  アマチユア局の送信装置は、通信に秘匿性を与える機能を有してはならない。  

第三節 送信空中線  

（送信空中線の型式及び構成等）  

第二十条  送信空中線の型式及び構成は、左の各号に適合するものでなければならない。  

一  空中線の利得及び能率がなるべく大であること。  

二  整合が十分であること。  

三  満足な指向特性が得られること。  

 

第二十二条  空中線の指向特性は、左に掲げる事項によつて定める。  

一  主輻射方向及び副輻射方向  

二  水平面の主輻射の角度の幅  

三  空中線を設置する位置の近傍にあるものであつて電波の伝わる方向を乱すもの  

四  給電線よりの輻射  



第三章 受信設備  

（副次的に発する電波等の限度）  

第二十四条  法第二十九条に規定する副次的に発する電波が他の無線設備の機能に支障を与えない限度は、受信空中線と電気的常数の等しい疑

似空中線回路を使用して測定した場合に、その回路の電力が四ナノワット以下でなければならない。  

２  二、四〇〇ＭＨｚ以上二、四八三・五ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する特定小電力無線局又は二、四二五ＭＨｚを超え二、四七五ＭＨ

ｚ以下の周波数の電 波を使用する構内無線局であつて周波数ホッピング方式を用いるもの及び小電力データ通信システムの無線局の受信装置

については、前項の規定にかかわらず、 それぞれ次の表に定めるとおりとする。 

 

第四章 業務別又は電波の型式及び周波数帯別による無線設備の条件  

第一節 中波放送を行う地上基幹放送局の無線設備  

（総合歪率）  

第三十三条の五  中波放送を行う地上基幹放送局の送信装置の総合歪率は、次の各号の条件に適合するものでなければならない。  

一  モノホニツク放送を行う場合にあつては、二〇〇ヘルツ、一、〇〇〇ヘルツ及び五、〇〇〇ヘルツの変調周波数により八〇パーセントの

振幅変調をしたとき、五パーセント以下であること。  

二  ステレオホニツク放送を行う場合にあつては、変調周波数が二〇〇ヘルツ、一、〇〇〇ヘルツ及び五、〇〇〇ヘルツである同一の左側信

号と右側信号の和信号により八〇パーセントの振幅変調をしたとき、又は変調周波数が二〇〇ヘルツ、一、〇〇〇ヘルツ及び五、〇〇〇ヘル

ツの左側信号又は右側信号によりそれぞれ四〇パーセントの振幅変調をしたときのいずれにおいても、五パーセント以下であること。  

 

（信号対雑音比）  

第三十三条の七  中波放送を行う地上基幹放送局の送信装置の信号対雑音比は、次の各号の条件に適合するものでなければならない。  

一  モノホニツク放送を行う場合にあつては、一、〇〇〇ヘルツの変調周波数により八〇パーセントの振幅変調をしたとき、五〇デシベル以

上であること。  

二  ステレオホニツク放送を行う場合にあつては、変調周波数が一、〇〇〇ヘルツである同一の左側信号と右側信号の和信号により八〇パー

セントの振幅変調をし たとき五〇デシベル以上であり、かつ、変調周波数が一、〇〇〇ヘルツの左側信号又は右側信号によりそれぞれ四〇パ

ーセントの振幅変調をしたとき四四デシベル以上であること。  

第一節の二 短波放送を行う地上基幹放送局の無線設備   

（電波の偏波面）  

第三十五条  超短波放送を行なう地上基幹放送局の送信空中線は、その発射する電波の偏波面が水平となるものでなければならない。ただし、

総務大臣が特に必要と認める場合は、この限りでない。  

 

（総合歪率）  

第三十六条の四  超短波放送を行なう地上基幹放送局の送信装置の総合歪率は、次の表の上欄に掲げる変調周波数により主搬送波に（±）七五

ｋＨｚの周波数偏移を与えたとき、それぞれ同表の下欄に掲げるとおりとなるものでなければならない。 

変調周波数 総合歪率 

五〇ヘルツ以上一〇、〇〇〇ヘルツ未満 二パーセント以下 

一〇、〇〇〇ヘルツ以上一五、〇〇〇ヘルツ以下 三パーセント以下 

 
（信号対雑音比）  

第三十六条の五  超短波放送を行なう地上基幹放送局の送信装置の信号対雑音比は、一、〇〇〇ヘルツの変調周波数により主搬送波に（±）七

五ｋＨｚの周波数偏移を与えたとき、五五デシベル以上となるものでなければならない。  

 

（総合歪率等に関する規定の補則）  

第三十六条の七  前三条の規定を適用する場合は、五〇マイクロ秒の時定数を有するインピーダンス周波数特性の回路によりデイエンフアシス

を行なうものとする。  

第二節の八 標準テレビジョン放送又は高精細度テレビジョン放送を行う地上基幹放送局の無線設備  

（準用規定）  

第三十七条の二十七の十一  第三十五条の規定は、標準テレビジョン放送又は高精細度テレビジョン放送を行う地上基幹放送局の無線設備に準

用する。  

第二節の十 Ｇ七Ｗ電波一一・七ＧＨｚを超え一二・二ＧＨｚ以下の周波数の電波を使用する標準テレビジョン放送、高精細度テレビジョ

ン放送、超短波放送又はデータ放送を行う衛星基幹放送局及び当該衛星基幹放送局と通信を行う地球局の無線設備  

（適用の範囲）  

第三十七条の二十七の十五  この節の規定は、Ｇ七Ｗ電波一一・七ＧＨｚを超え一二・二ＧＨｚ以下の周波数の電波を使用する標準テレビジョ

ン放送、高精細度テレビジョン放送、超短波 放送又はデータ放送を行う衛星基幹放送局（以下この節において「衛星基幹放送局」という。）

の無線設備並びに衛星基幹放送局と通信を行う地球局のテレビ ジョン・カメラの出力端子から送信空中線までの範囲（中継線及び連絡線を除

く。）の映像送信設備、マイクロホン増幅器又は録音再生装置の出力端子から送信 空中線までの範囲（中継線及び連絡線を除く。）の音声送

信設備、データ信号送出装置から送信空中線までの範囲（中継線及び連絡線を除く。）の無線設備及び 関連情報送出装置から送信空中線まで

の範囲（中継線及び連絡線を除く。）の無線設備に適用があるものとする。  

 

（準用規定）  

第三十七条の二十七の十七  衛星基幹放送局及び衛星基幹放送局と通信を行う地球局の送信空中線は、その発射する電波の偏波が右旋円偏波

（電波の伝搬の方向に向かつて電界ベクトルが時間とともに時計回りの方向に回転する円偏波をいう。以下同じ。）となるものでなければな



らない。  

 

第二節の十一 Ｇ七Ｗ電波一二・二ＧＨｚを超え一二・七五ＧＨｚ以下の周波数の電波を使用する標準テレビジョン放送、高精細度テレビ

ジョン放送、超短波放送又はデータ放送を行う衛星基幹放送局及び当該衛星基幹放送局と通信を行う地球局の無線設備  

（適用の範囲）  

第三十七条の二十七の十八  この節の規定は、Ｇ七Ｗ電波一二・二ＧＨｚを超え一二・七五ＧＨｚ以下の周波数の電波を使用する標準テレビジ

ョン放送、高精細度テレビジョン放送、超短 波放送又はデータ放送を行う衛星基幹放送局（以下この節において「衛星基幹放送局」という。）

の無線設備並びに衛星基幹放送局と通信を行う地球局のテレビ ジョン・カメラの出力端子から送信空中線までの範囲（中継線及び連絡線を除

く。）の映像送信設備、マイクロホン増幅器又は録音再生装置の出力端子から送信 空中線までの範囲（中継線及び連絡線を除く。）の音声送

信設備、データ信号送出装置から送信空中線までの範囲（中継線及び連絡線を除く。）の無線設備及び 関連情報送出装置から送信空中線まで

の範囲（中継線及び連絡線を除く。）の無線設備に適用があるものとする。  

 

（電波の偏波）  

第三十七条の二十七の二十  狭帯域衛星基幹放送局又は高度狭帯域衛星基幹放送局の送信空中線は、その発射する電波が水平偏波又は垂直偏波

となるものでなければならない。  

第三節の二 航空移動業務及び航空交通管制の用に供する無線測位業務の無線局、航空機に搭載して使用する携帯局並びに航空移動衛星業

務の無線局の無線設備  

（航空機地球局等の無線設備）  

第四十五条の二十  航空機地球局の無線設備であつて、一、六二六・五ＭＨｚを超え一、六六〇・五ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するもの

（無線高速データ通信が可能なものを除く。）は、次の各号の条件に適合するものでなければならない。  

一  一般的条件 

イ 変調方式は、位相変調であること。 

ロ 航空地球局の発射する電波を人工衛星局の中継により受信することによつて、搬送波の送信周波数を自動的に補正する機能を有すること。 

ハ 送信又は受信する電波の偏波は、右旋円偏波であること。 

第四節の三の二 符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局等の無線設備  

第四十九条の六の四  符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う基地局の無線設備、符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う陸上移動局の無

線設備又は符号分割多元接続方式携帯 無線通信設備の試験のための通信等を行う無線局の無線設備であつて、次の表の上欄に掲げる区別に従

い、それぞれ同表の下欄に掲げる周波数の電波を送信する もの（七一八ＭＨｚを超え七四八ＭＨｚ以下、七七三ＭＨｚを超え八〇三ＭＨｚ以

下、九〇〇ＭＨｚを超え九一五ＭＨｚ以下又は九四五ＭＨｚを超え九六〇 ＭＨｚ以下の周波数の電波を送信するものにあつては、拡散符号速

度が毎秒三・八四メガチップのものに限る。）は、次に掲げる条件に適合するものでなければ ならない。 

無線設備の区別 周波数 

基地局の無線設備 七七三ＭＨｚを超え八〇三ＭＨｚ以下、八六〇ＭＨｚを超え八九〇ＭＨｚ以下、九四五ＭＨｚを超え九六〇ＭＨ

ｚ以下、一、四七五・九ＭＨｚを超え一、五一〇・九ＭＨｚ以下、一、八三九・九ＭＨｚを超え一、八七

九・九ＭＨｚ以下又は二、一一〇ＭＨｚを超え二、一七〇ＭＨｚ以下 

陸上移動局の無線設備 七一八ＭＨｚを超え七四八ＭＨｚ以下、八一五ＭＨｚを超え八四五ＭＨｚ以下、九〇〇ＭＨｚを超え九一五ＭＨ

ｚ以下、一、四二七・九ＭＨｚを超え一、四六二・九ＭＨｚ以下、一、七四四・九ＭＨｚを超え一、七八

四・九ＭＨｚ以下又は一、九二〇ＭＨｚを超え一、九八〇ＭＨｚ以下 

一  一般的条件 

イ 通信方式は、基地局から陸上移動局へ送信を行う場合にあつては符号分割多重方式、陸上移動局から基地局へ送信を行う場合にあつては

符号分割多元接続方式を使用する複信方式であること。 

ロ 基地局と通信を行う個々の陸上移動局の送信装置が自動的に識別されるものであること。 

ハ 一の基地局の通話チャネルから他の基地局の通話チャネルへの切替えが自動的に行われること。 

ニ 基地局の無線設備は、電気通信回線設備と接続できるものであること。 

ホ 一の基地局の役務の提供に係る区域であつて、当該役務を提供するために必要な電界強度が得られる区域は、当該区域のトラヒックに合

わせ細分化ができること。 

ヘ 時間的に分散して受信されるマルチパス伝搬成分を分離し、各マルチパス伝搬成分を合成することにより受信特性を改善する機能を有す

ること。 

第四節の十九 道路交通情報通信を行う無線局の無線設備  

（道路交通情報通信を行う無線局の無線設備）  

第四十九条の二十二  道路交通情報通信を行う無線局（二・五ＧＨｚ帯の周波数の電波を使用し、道路交通に関する情報を送信する特別業務の

局をいう。以下同じ。）の無線設備は、次の各号の条件に適合するものでなければならない。  

一  変調信号は、パルスにより構成されるものであり、その送信速度は、毎秒六四、〇〇〇ビツト（許容偏差は、百万分の五〇とする。）で

あること。  

二  変調方式は、ＧＭＳＫ方式であること。  

三  ＧＭＳＫ方式で変調された信号に対し、変調周波数一ｋＨｚで変調度一〇パーセントの振幅変調を行い、極性が互いに反転した二の信号

を発生させる機能を有すること。  

四  送信空中線系は、二の空中線から構成され、前号の規定により発生した二の信号を発射するものであること。  

五  空中線電力は、〇・〇二ワツト以下であること。  

六  帯域外漏えい電力は、変調信号の送信速度と同じ送信速度の標準符号化試験信号により変調した場合において、搬送波の周波数から一二

五ｋＨｚ離れた周波数の（±）四二・五ｋＨｚの帯域内に輻射される電力が搬送波電力より四〇デシベル以上低い値であること。  



第四節の十九の二 七〇〇ＭＨｚ帯高度道路交通システムの無線局の無線設備  

第四十九条の二十二の二  七〇〇ＭＨｚ帯高度道路交通システムの無線局の無線設備は、次の各号の条件に適合するものでなければならない。  

一  通信方式は、同報通信方式、単向通信方式又は単信方式であること。  

二  一の筐体に収められており、かつ、容易に開けることができないこと。ただし、電源設備、空中線系その他総務大臣が別に告示するもの

については、この限りでない。  

三  変調方式は、直交周波数分割多重方式であること。  

四  信号送信速度は、毎秒五メガビット以上であること。  

五  使用する周波数帯における空中線電力は、任意の一、〇〇〇ｋＨｚの帯域幅における平均電力が一〇ミリワット以下であること。  

２  七〇〇ＭＨｚ帯高度道路交通システムの基地局の無線設備は、前項に規定する条件のほか、次の各号の条件に適合するものでなければなら

ない。  

一  送信空中線は、その絶対利得が〇デシベル以下であること。ただし、等価等方輻射電力が絶対利得〇デシベルの送信空中線に前項第五号

に規定するうち最大の空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を一三デシベルまで送信空中線の利得で補うことができる。  

二  電波を発射する場合においては、総務大臣が別に告示する技術的条件に適合するものであること。  

３  七〇〇ＭＨｚ帯高度道路交通システムの陸上移動局の無線設備は、第一項に規定する条件のほか、次の各号の条件に適合するものでなけれ

ばならない。  

一  送信空中線は、その絶対利得が〇デシベル以下であること。ただし、等価等方輻射電力が絶対利得〇デシベルの送信空中線に第一項第五

号に規定するうち最大の空中線電力を加えたときの値以下となる場合は、その低下分を五デシベルまで送信空中線の利得で補うことができる。  

二  総務大臣が別に告示する技術的条件に適合するキャリアセンスを備え付けていること。  

三  電波を発射する場合においては、総務大臣が別に告示する技術的条件に適合するものであること。  

第九節 五四ＭＨｚ以上の周波数の電波を使用して通信系を構成する固定局の無線設備  

（通信系を構成する場合の無線設備の条件）  

第五十八条の二の三  五四ＭＨｚ以上の周波数の電波の無線電話又はテレメーターを使用する二以上の固定局が機能上一体となつて通信系を構

成する場合の無線設備は、次の各号に 定める条件に適合するものであるものとする。ただし、第五十七条の二の二に規定する実数零点単側波

帯変調方式の無線局及び第五十七条の三の二に規定する狭 帯域デジタル通信方式の無線局の無線設備並びに総務大臣が別に告示するものにつ

いては、この限りでない。  

一  送話端の送信設備の入力に八〇〇ヘルツの試験音を〇デシベル（一ミリワットを〇デシベルとする。）のレベルで加えた場合における受

話端の受信設備の出力 が（－）四〇デシベル以上であり、かつ、信号対雑音比が標準状態において三〇デシベル以上であること。ただし、一、

〇〇〇ＭＨｚ以下の周波数の電波のみを 使用する場合における信号対雑音比は、標準状態において二〇デシベル以上とする。  

二  常時自己の通信が良好に行なわれるような措置がなるべく講ぜられるとともに、他の無線局の通信に妨害を与えないような措置が講ぜら

れていること。  

 

別表第三号（第７条関係）  

１ この別表において使用する用語の意義は、次のとおりとする。 

 （１） 「スプリアス発射の強度の許容値」とは、無変調時において給電線に供給される周波数ごとのスプリアス発射の平均電力により規

定される許容値をいう。 

 （２） 「不要発射の強度の許容値」とは、変調時において給電線に供給される周波数ごとの不要発射の平均電力（無線測位業務を行う無

線局、３０ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するアマチュア局及び単側波帯を使用する無線局（移動局又は３０ＭＨｚ以下の周波数の電波を

使用する地上基幹放送局以外の無線局に限 る。）の送信設備（実数零点単側波帯変調方式を用いるものを除く。）にあつては、尖頭電力）に

より規定される許容値をいう。ただし、別に定めがあるものについてはこの限りでない。 

 

無線局運用規則 
（昭和二十五年十一月三十日電波監理委員会規則第十七号）           最終改正：平成二四年三月三〇日総務省令第二三号 

   第一章 総則  

    第二節 無線設備の機能の維持等  

（時計）  

第三条  法第六十条の時計は、その時刻を毎日一回以上中央標準時又は協定世界時に照合しておかなければならない。  

 

（周波数の測定）  

第四条  法第三十一条の規定により周波数測定装置を備えつけた無線局は、できる限りしばしば自局の発射する電波の周波数（施行規則第十一

条の三第三号に該当する 送信設備の使用電波の周波数を測定することとなつている無線局であるときは、それらの周波数を含む。）を測定し

なければならない。  

２  施行規則第十一条の三第四号の規定による送信設備を有する無線局は、別に備えつけた法第三十一条の周波数測定装置により、できる限り

しばしば当該送信設備の発射する電波の周波数を測定しなければならない。  

３  前二項の測定の結果、その偏差が許容値をこえるときは、直ちに調整して許容値内に保たなければならない。  

４  第一項及び第二項の無線局は、その周波数測定装置を常時法第三十一条に規定する確度を保つように較正しておかなければならない。  

   第二章 一般通信方法  

    第一節 通則  

（無線通信の原則）  

第十条  必要のない無線通信は、これを行なつてはならない。  

２  無線通信に使用する用語は、できる限り簡潔でなければならない。  

３  無線通信を行うときは、自局の識別信号を付して、その出所を明らかにしなければならない。  

４  無線通信は、正確に行うものとし、通信上の誤りを知つたときは、直ちに訂正しなければならない。  



    第二節 無線電信通信の方法  

（試験電波の発射）  

第三十九条  無線局は、無線機器の試験又は調整のため電波の発射を必要とするときは、発射する前に自局の発射しようとする電波の周波数及

びその他必要と認める周波数 によつて聴守し、他の無線局の通信に混信を与えないことを確かめた後、次の符号を順次送信し、更に一分間聴

守を行い、他の無線局から停止の請求がない場合 に限り、「ＶＶＶ」の連続及び自局の呼出符号一回を送信しなければならない。この場合に

おいて、「ＶＶＶ」の連続及び自局の呼出符号の送信は、十秒間をこ えてはならない。  

一  ＥＸ 三回  

二  ＤＥ 一回  

三  自局の呼出符号 三回  

２  前項の試験又は調整中は、しばしばその電波の周波数により聴守を行い、他の無線局から停止の要求がないかどうかを確かめなければなら

ない。  

３  第一項後段の規定にかかわらず、海上移動業務以外の業務の無線局にあつては、必要があるときは、十秒間をこえて「ＶＶＶ」の連続及び

自局の呼出符号の送信をすることができる。  

   第四章 固定業務、陸上移動業務及び携帯移動業務の無線局、簡易無線局並びに非常局の運用  

    第二節 非常の場合の無線通信  

（送信順位）  

第百二十九条  法第七十四条第一項に規定する通信における通報の送信の優先順位は、左の通りとする。同順位の内容のものであるときは、受

付順又は受信順に従つて送信しなければならない。  

一  人命の救助に関する通報  

二  天災の予報に関する通報（主要河川の水位に関する通報を含む。）  

三  秩序維持のために必要な緊急措置に関する通報  

四  遭難者救援に関する通報（日本赤十字社の本社及び支社相互間に発受するものを含む。）  

五  電信電話回線の復旧のため緊急を要する通報  

六  鉄道線路の復旧、道路の修理、罹災者の輸送、救済物資の緊急輸送等のために必要な通報  

七  非常災害地の救援に関し、左の機関相互間に発受する緊急な通報 

 中央防災会議会長及び同事務局長並びに非常災害対策本部長 

 地方防災会議会長 

 災害対策本部長  

八  電力設備の修理復旧に関する通報  

九  その他の通報  

２  前項の順位によることが不適当であると認める場合は、同項の規定にかかわらず、適当と認める順位に従つて送信することができる。  

 

（取扱の停止）  

第百三十六条  非常通信の取扱を開始した後、有線通信の状態が復旧した場合は、すみやかにその取扱を停止しなければならない。  

   第五章 地上基幹放送局及び地上一般放送局の運用  

（呼出符号等の放送）  

第百三十八条  地上基幹放送局及び地上一般放送局は、放送の開始及び終了に際しては、自局の呼出符号又は呼出名称（国際放送を行う地上基

幹放送局にあつては、周波数及び送信方向を、テレビジョン放送を行う地上基幹放送局及びエリア放送（放送法施行規則 （昭和二十五年電波

監理委員会規則第十号）第百四十二条第二号 に規定するエリア放送をいう。以下同じ。）を行う地上一般放送局にあつては、呼出符号又は呼

出名称を表す文字による視覚の手段を併せて）を放送しなければ ならない。ただし、これを放送することが困難であるか又は不合理である地

上基幹放送局若しくは地上一般放送局であつて、別に告示するものについては、この 限りでない。  

２  地上基幹放送局及び地上一般放送局は、放送している時間中は、毎時一回以上自局の呼出符号又は呼出名称（国際放送を行う地上基幹放送

局にあつては、周波 数及び送信方向を、テレビジョン放送を行う地上基幹放送局及びエリア放送を行う地上一般放送局にあつては、呼出符号

又は呼出名称を表す文字による視覚の手 段を併せて）を放送しなければならない。ただし、前項ただし書に規定する地上基幹放送局若しくは

地上一般放送局の場合又は放送の効果を妨げるおそれがある 場合は、この限りでない。  

３  前項の場合において地上基幹放送局及び地上一般放送局は、国際放送を行う場合を除くほか、自局であることを容易に識別することができ

る方法をもつて自局の呼出符号又は呼出名称に代えることができる。  

 

（試験電波の発射）  

第百三十九条  地上基幹放送局及び地上一般放送局は、無線機器の試験又は調整のため電波の発射を必要とするときは、発射する前に自局の発

射しようとする電波の周波数及 びその他必要と認める周波数によつて聴守し、他の無線局の通信に混信を与えないことを確かめた後でなけれ

ばその電波を発射してはならない。  

２  地上基幹放送局及び地上一般放送局は、前項の電波を発射したときは、その電波の発射の直後及びその発射中十分ごとを標準として、試験

電波である旨及び 「こちらは（外国語を使用する場合は、これに相当する語）」を前置した自局の呼出符号又は呼出名称（テレビジヨン放送

を行う地上基幹放送局及びエリア放送 を行う地上一般放送局は、呼出符号又は呼出名称を表わす文字による視覚の手段をあわせて）を放送し

なければならない。  

３  地上基幹放送局及び地上一般放送局が試験又は調整のために送信する音響又は映像は、当該試験又は調整のために必要な範囲内のものでな

ければならない。  

４  地上基幹放送局及び地上一般放送局において試験電波を発射するときは、第十四条第一項の規定にかかわらずレコード又は低周波発振器に

よる音声出力によつてその電波を変調することができる。  

   第九章 宇宙無線通信の業務の無線局の運用  

（混信の防止）  

第二百六十二条  対地静止衛星（地球の赤道面上に円軌道を有し、かつ、地球の自転軸を軸として地球の自転と同一の方向及び周期で回転する

人工衛星をいう。以下同じ。）に 開設する人工衛星局以外の人工衛星局及び当該人工衛星局と通信を行う地球局は、その発射する電波が対地

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%93%64%8a%c4%8b%4b%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%88%ea%81%5a&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40%8e%7b%8d%73%8b%4b%91%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%93%64%8a%c4%8b%4b%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%88%ea%81%5a&REF_NAME=%91%e6%95%53%8e%6c%8f%5c%93%f1%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000014200000000001000000002000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000014200000000001000000002000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000014200000000001000000002000000000


静止衛星に開設する人工衛星局と固定地点の地球局と の間で行う無線通信又は対地静止衛星に開設する衛星基幹放送局の放送の受信に混信を

与えるときは、当該混信を除去するために必要な措置を執らなければなら ない。  

２  対地静止衛星に開設する人工衛星局と対地静止衛星の軌道と異なる軌道の他の人工衛星局との間で行われる無線通信であつて、当該他の人

工衛星局と地球の地 表面との最短距離が対地静止衛星に開設する人工衛星局と地球の地表面との最短距離を超える場合にあつては、対地静止

衛星に開設する人工衛星局の送信空中線 の最大輻射の方向と当該人工衛星局と対地静止衛星の軌道上の任意の点とを結ぶ直線との間でなす角

度が十五度以下とならないよう運用しなければならない。  

   第十章 特定実験試験局の運用  

（混信の防止）  

第二百六十三条  総務大臣が公示する周波数、当該周波数の使用が可能な期間及び地域並びに空中線電力の範囲内で開設する実験試験局（以下

この条において「特定実験試験 局」という。）は、その発射する電波の周波数と同一の周波数を使用する他の特定実験試験局の運用を阻害す

るような混信を与え、又は与えるおそれがあるとき は、当該特定実験試験局の免許人相互間において特定実験試験局の運用に関する調整を行

い、当該混信又は当該混信を与えるおそれを除去するために必要な措置 を執らなければならない。  

２  前項の規定は、特定実験局の開設を予定している者との調整について準用する。  

 

別表第四号 無線電話通信の略語（第１４条関係）  

略語 意義又は左欄の略語に相当する無線電信通信の略符号 

こちらは ＤＥ 

ただいま試験中 ＥＸ 

本日は晴天なり ＶＶＶ 

 

無線局免許手続規則 
（昭和二十五年十一月三十日電波監理委員会規則第十五号）         最終改正：平成二四年一二月二七日総務省令第一〇八号 

 

   第二章 無線局の免許手続  

    第二節 再免許の手続  

（申請の期間）  

第十七条  再免許の申請は、アマチュア局（人工衛星等のアマチュア局を除く。）にあつては免許の有効期間満了前一箇月以上一年を超えない

期間、地上一般放送局（エリア放送を行うものに限る。以下この条において同じ。）及び特定実験試験局にあつては免許の有効期間満了前一

箇月以上三箇月を超えない期間、その他の無線局にあつては免許の有効期間満了前三箇月以上六箇月を超えない期間において行わなければな

らない。ただし、免許の有効期間が一年以内である無線局（地上一 般放送局を除く。）については、その有効期間満了前一箇月までに行うこ

とができる。  

２  免許の有効期間満了前一箇月以内に免許を与えられた無線局については、前項の規定にかかわらず、免許を受けた後直ちに再免許の申請を

行わなければならない。  

 

無線従事者規則 
（平成二年三月三十一日郵政省令第十八号）                   最終改正：平成二四年六月二六日総務省令第五六号 

   第五章 免許  

（免許証の交付）  

第四十七条  総務大臣又は総合通信局長は、免許を与えたときは、別表第十三号様式の免許証を交付する。  

 

（免許証の再交付）  

第五十条  無線従事者は、氏名に変更を生じたとき又は免許証を汚し、破り、若しくは失ったために免許証の再交付を受けようとするときは、

別表第十一号様式の申請書に次に掲げる書類を添えて総務大臣又は総合通信局長に提出しなければならない。  

一  免許証（免許証を失った場合を除く。）  

二  写真一枚  

三  氏名の変更の事実を証する書類（氏名に変更を生じたときに限る。）  

 

（免許証の返納）  

第五十一条  無線従事者は、免許の取消しの処分を受けたときは、その処分を受けた日から十日以内にその免許証を総務大臣又は総合通信局長

に返納しなければならない。免許証の再交付を受けた後失った免許証を発見したときも同様とする。  

 

基幹放送局の開設の根本的基準 
（昭和二十五年十二月五日電波監理委員会規則第二十一号）            最終改正：平成二五年二月二〇日総務省令第七号 

 

（優先順位）  

第十条  第三条から前条までの各条項（基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令（平成二十三年総務省令第八十二号）及び基幹

放送の業務に係る表現の自由享有基準に関する省令の認定放送持株会社の子会社に関する特例を定める省令（平成二十三年総務省令第八十三

号）の各条項を含む。以下この条において同じ。）に適合する基幹放送局に割り当てることのできる周波数が不足する場合には、各条項に適

合する度合いから見て最も公共の福祉に寄与するものが優先するものとする。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%91%8d%96%b1%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%94%aa%93%f1&REF_NAME=%8a%ee%8a%b2%95%fa%91%97%82%cc%8b%c6%96%b1%82%c9%8c%57%82%e9%95%5c%8c%bb%82%cc%8e%a9%97%52%8b%9d%97%4c%8a%ee%8f%80%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%8f%c8%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%91%8d%96%b1%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%8a%ee%8a%b2%95%fa%91%97%82%cc%8b%c6%96%b1%82%c9%8c%57%82%e9%95%5c%8c%bb%82%cc%8e%a9%97%52%8b%9d%97%4c%8a%ee%8f%80%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%8f%c8%97%df%82%cc%94%46%92%e8%95%fa%91%97%8e%9d%8a%94%89%ef%8e%d0%82%cc%8e%71%89%ef%8e%d0%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%93%c1%97%e1%82%f0%92%e8%82%df%82%e9%8f%c8%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%93%f1%8e%4f%91%8d%96%b1%8f%c8%82%4f%82%50%82%4f%82%4f%82%4f%94%aa%8e%4f&REF_NAME=%8a%ee%8a%b2%95%fa%91%97%82%cc%8b%c6%96%b1%82%c9%8c%57%82%e9%95%5c%8c%bb%82%cc%8e%a9%97%52%8b%9d%97%4c%8a%ee%8f%80%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%8f%c8%97%df%82%cc%94%46%92%e8%95%fa%91%97%8e%9d%8a%94%89%ef%8e%d0%82%cc%8e%71%89%ef%8e%d0%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%93%c1%97%e1%82%f0%92%e8%82%df%82%e9%8f%c8%97%df&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


 

超短波放送に関する送信の標準方式 
（平成二十三年六月二十九日総務省令第八十六号）                最終改正：平成二五年二月二〇日総務省令第七号 

第二章 地上基幹放送局を用いて行う超短波放送  

（適用の範囲）  

第三条  この章の規定は、地上基幹放送局を用いて行う超短波放送に適用があるものとする。  

 

（主搬送波の変調）  

第四条  主搬送波の変調の型式は、周波数変調とする。  

２  主搬送波の最大周波数偏移は、（±）七五ｋＨｚとする。  

３  主搬送波を変調する信号は、モノホニック放送を行う場合にあっては音声信号とし、ステレオホニック放送を行う場合にあっては主チャネ

ル信号（左側信号と 右側信号の和の信号をいう。以下同じ。）、副チャネル信号（左側信号と右側信号との差の信号により副搬送波を振幅変

調したときに生ずる側波帯をいう。以下 同じ。）及びパイロット信号（ステレオホニック放送の受信の補助のために伝送する信号をいう。以

下同じ。）からなるものであって、別図第一号に示す周波数 配列及び方程式によるものとする。  

 

（音声信号）  

第五条  音声信号の最高周波数は、一五、〇〇〇Ｈｚとする。  

２  音声信号は、五〇マイクロ秒の時定数を有するインピーダンス周波数特性の回路によりプレエンファシスを行うものとする。  

 

（ステレオホニック放送）  

第六条  ステレオホニック放送を行う場合にあっては、前二条の規定によるほか、次のとおりとする。  

一  副搬送波の変調の型式は、振幅変調とし、当該副搬送波は、抑圧するものとする。  

二  左側信号又は右側信号の入力端子に信号を加えた場合の主チャネル信号による主搬送波の周波数偏移及び副チャネル信号による主搬送波

の周波数偏移は、同一の値とし、かつ、その最大値が第四条第二項に規定する最大周波数偏移の四五パーセントとする。  

三  パイロット信号による主搬送波の周波数偏移は、第四条第二項に規定する最大周波数偏移の一〇パーセントとする。  

四  パイロット信号の周波数は一九ｋＨｚ、副搬送波の周波数は三八ｋＨｚとし、パイロット信号の周波数と副搬送波の周波数とは、相互に

低調波と高調波の関係にあるものとする。  

五  副搬送波は、パイロット信号が時間軸と交わるとき、同時に正傾斜で時間軸と交わるものとする。  

 

標準テレビジョン放送（デジタル放送を除く。）に関する送信の標準方式 
（平成三年七月十七日郵政省令第三十六号）                最終改正年月日:平成一二年九月二七日郵政省令第六〇号 

第三章 一一・七ＧＨｚを超え一二・二ＧＨｚ以下の周波数の電波を使用する放送衛星局の行う標準テレビジョン放送（デジタル放送を除

く。） 

（適用の範囲） 

第十条 この章の規定は、一一・七ＧＨｚを超え一二・二ＧＨｚ第四十七条を除き、以下の周波数の電波を使用する放送衛星局（放送試験衛

星局を含む。第四十七条を除き、以下同じ。）の行う標準テレビジョン放送に適用があるものとする。 

 

（周波数帯幅等） 

第十一条 使用する周波数帯幅は、二七ＭＨｚとする。 

２ 主搬送波の周波数は、周波数帯幅の中央の周波数とする。 

 

（主搬送波の変調） 

第十二条 

 主搬送波の変調の型式は、周波数変調とする。 

２ 主搬送波を変調する信号は、映像信号、多重副搬送波（音声信号又はデータを伝送するための副搬送波をいう。以下同じ。）及び電力拡

散信号とする。 

３ 映像信号による主搬送波の周波数偏移は、その周波数偏移の尖頭から尖頭までの最大値が一七ＭＨｚとなるものとする。 

４ 多重副搬送波による主搬送波の周波数偏移は、（±）三・二五ＭＨｚとする。 

５ 電力拡散信号による主搬送波の周波数偏移は、その周波数偏移の尖頭から尖頭までの値が六〇〇ｋＨｚとなるものとする。 

６ 主搬送波の周波数は、被写体の輝度が増加するとき高い周波数へ偏移するものとする。 

 

標準テレビジョン放送等のうちデジタル放送に関する送信の標準方式 
（平成二十三年六月二十九日総務省令第八十七号）                 最終改正：平成二五年二月二〇日総務省令第七号 

 

第三章 地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン放送のうちデジタル放送及び高精細度テレビジョン放送  

（適用の範囲）  

第十八条  この章の規定は、地上基幹放送局を用いて行う標準テレビジョン放送のうちデジタル放送及び高精細度テレビジョン放送に適用があ

るものとする。  

 

（周波数帯幅等）  

第十九条  使用する周波数帯幅は、五・七ＭＨｚとする。  

２  搬送波の周波数は、周波数帯幅の中央の周波数とする。  

 

（搬送波の変調等）  

第二十条  搬送波を変調する信号は、それぞれ次の各号に定めるシンボルから成る十三個のＯＦＤＭセグメント（以下この章において「ＯＦＤ

Ｍフレーム」という。）を逆高速フーリエ変換し、別表第五号に示すガードインターバルの付加を行った信号とし、別表第十六号に掲げる方



程式によるものとする。  

一  伝送主シンボル  

二  ＴＭＣＣシンボル  

三  ＳＰシンボル  

四  ＣＰシンボル  

五  ＡＣシンボル  

２  ＯＦＤＭフレームは、その変調波スペクトルが別表第十七号に示す配置となるように構成するものとする。  

３  逆高速フーリエ変換のサンプル周波数は、六三分の五一二ＭＨｚとする。  

４  別表第十六号に示す有効シンボル期間長は、二五二マイクロ秒、五〇四マイクロ秒又は一、〇〇八マイクロ秒とする。  

５  ガードインターバル比（別表第十六号に示すガードインターバル期間長の有効シンボル期間長に対する比率をいう。）は、四分の一、八分

の一、十六分の一又は三十二分の一とする。  

 

高精細度テレビジョン放送(デジタル放送を除く。)に関する送信の標準方式 
(平成三年三月一日郵政省令第十六号) 

第一章 総則 

(周波数帯幅等) 

第六条 使用する周波数帯幅は、二七 MHz とする。 

２ 搬送波の周波数は、周波数帯幅の中央の周波数とする。 

 

(搬送波の変調) 

第七条 搬送波の変調の型式は、周波数変調とする。 

２ 搬送波を変調する信号は、伝送映像信号(搬送波を変調するための映像信号をいう。以下同じ。)、多重信号(搬送波を変調するための音声信

号及びデータ信号をいう。以下同じ。)その他補助的信号を多重した信号(以下「複合信号」という。)及び電力拡散信号とする。 

３ 伝送映像信号による搬送波の周波数偏移は、プレエンファシスの効果が無視できる十分低い周波数における伝送映像信 号の量子化レベル

(最小値を〇、最大値を二五五とする二五六段階の等間隔に量子化されたレベルをいう。以下同じ。)が一六から二三九までの範囲にあると き、

その周波数偏移の尖頭から尖頭までの最大値が一〇・二 MHz となるものとする。 

４ 多重信号による搬送波の周波数偏移は、その周波数偏移の尖頭から尖頭までの最大値が九・八 MHz となるものとする。 

５ 複合信号による搬送波の周波数偏移は、複合信号の量子化レベルが一二八のとき〇となるものとする。 

６ 電力拡散信号による搬送波の周波数偏移は、その周波数偏移の尖頭から尖頭までの値が六〇〇kHz となるものとする。 

７ 搬送波の周波数は、複合信号の量子化レベルが大きくなるとき高い周波数へ偏移するものとする。 

 


